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　今回の図書館自己点検・評価委員会活動は、新たな取り組み姿勢で臨みました。という

のは、関西大学自己点検・評価委員会が自ら点検し評価する項目について、第三者評価機

関である大学基準協会の項目に準拠して設定をし直したことと、この全学の委員会と図書

館など各部局の自己点検・評価委員会との有機的連携を図るために、部局の委員会は全学

の委員会が用意した共通の作業フォーマットによって点検・評価を行うことになったから

です。このことから、当委員会の活動期間を、図書委員会委員の任期並びに全学の委員会

における活動期間（平成１４年度－平成１５年度）に合わせました。

　なお、今回は全学の活動と同時並行することになりましたので、報告書の内容について

重複するところもありますが、図書館としましては点検・評価の視点を「利用サービスと

諸環境の整備」に置いております。

　委員会規程に従って、平成１６年４月に開催する平成１６年度第１回図書委員会に報告する

とともに、「平成１５年度報告書」として『関西大学図書館フォーラム』に掲載いたします。

本学の教職員はもとより、学外の図書館等諸機関に公表して、大方のご意見やご教示をい

ただきながら、本学図書館のさらなる向上をめざしていく所存であります。

　今後とも、本学図書館を活用してくださる利用者のみなさんのお力添えと、関係各位の

ご支援並びにご協力をお願いする次第です。

　最後に、２年間にわたり点検・評価活動にご尽力いただいた委員各位、並びにこの活動

に資する素材提供に協力のあった多くの図書館職員に、謝意を表したいと思います。

平成１６年３月３１日　

関西大学図書館自己点検・評価委員会　

委員長　田中　　登　
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はじめに

　平成６年に関西大学図書館自己点検・評価委員会

規程が制定されてから、１０年が経過した。当委員会

は発足当初から、２、３年に１度報告書を作成する

こととしており、今回の報告書は第４回目にあたる。

図書委員会に報告するとともに、「平成１５年度報告

書」として『図書館フォーラム』に掲載して公表す

るものである。なお、「基礎データ（統計）」の報告

については、継続して公表していくことに意義があ

るとして、毎年掲載してきた。

　今回の自己点検・評価活動は、全学の委員会であ

る関西大学自己点検・評価委員会と連携しながら、

同時並行で進めてきた。図書館等大学部局に置かれ

ている自己点検・評価委員会活動においては、その

独自性を失わないことを前提に、全学の委員会が用

意した共通の作業フォーマットと項目に従って点

検・評価を行っている。そのため、大学と図書館双

方の報告書の内容において重複する箇所があるが、

図書館としては全体の視点を「利用サービスと諸環

境の整備」に置いて検証してきた。

　学内はもちろんのこと、学外の関係機関に公表す

ることによって、大方の意見や教示をいただき、図

書館の目指す方向－ビジョンの具現化を確かなもの

にしていかなければならない。

１　平成１４－１５年度における取り組み

�　平成１４年度について
①平成１４年度中の図書館諸活動については、毎年

度経年して累積している基礎データを「自己点

検・評価関係資料」にとりまとめて、平成１５年

５月開催の図書委員会に提出し報告するととも

に、『図書館フォーラム』第８号に収載した。

②今回の報告書の作成期限を、次の３つの理由に

より平成１５年度末とした。

・規程により委員は図書委員会の委員からも指

名されているので、活動期間を図書委員の任

期（平成１４年度－平成１５年度）に合わせたこ

と

・関西大学自己点検・評価委員会規程の一部改

正に際して示されたとおり、点検評価項目を、

財団法人大学基準協会（以下、基準協会とい

う。）の大学評価（相互評価）項目に準拠し

て設定し直されることになったこと

・大学の委員会が作成される報告書の期限が平

成１５年度末になったこと

③平成１４年度中は、基準協会の大学評価（相互評

価）項目に基づいて大学の委員会が用意した、

作業フォーマットに指定されている図書館関係

の点検項目に従って、現状を分析した。

�　平成１５年度について
①大学の委員会の点検・評価活動スケジュールに

合わせて、下図のｂに相当する点検・評価につ

いて、作業フォーマットで指定された図書館関

係の点検項目を必須にして作業を先行させた。

その報告書の粗原稿が仕上がった時点で、図書

館自体の作業に取りかかった。

②図書館の委員会の部ａは、ｂの大学の委員会の

部分を包含している。なぜなら、図書館をはじ

め大学の部局に置かれている自己点検・評価委

員会規程の条項に、「（部局の）委員会は第三者

評価を受けるための自己点検・評価を行う」と

新たな任務を追加する改正規程が、平成１５年４

月から施行されているからである。とりわけ図

書館は、この任務に従いまた独自性を持って、

平成１４年度第１回図書館自己点検・評価委員会

で確認したとおり「利用サービスと諸環境の整

備」を視点（重点）において、報告書全体の編

成をした。

　なお、報告書中、各章の項目に３桁の数字を

付しているものがある。基準協会の対応番号で

あり、続いて付しているアルファベットは、

Ａ：記入を具備することが基準協会において必

図書館フォーラム第９号（２００４）
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Ⅰ　平成１５年度 自己点検・評価の報告
― 利用サービスと諸環境の整備 ―

ａ図書館の委員会の部

ｂ大学の委員会の部
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須不可欠とされているもの

Ｂ：具備することが高度に望まれているもの

Ｃ：具備することが一応望ましいとされている

もの

　である。

　以下、第２章において図書館ビジョンに基づく諸

施策の推進について概観し、第３章、第４章及び第

５章では、今回視点に置いた「利用サービスと諸環

境の整備」の観点から各々を検証して、その点検・

評価の結果を報告することにした。

２　図書館における諸施策の推進と展望

　平成１０年１２月に、図書館はビジョン７項目（「関

西大学図書館がめざす方向」）を策定し、昭和６０年

の総合図書館開設以来受け継いできた「学術情報の

中枢機能を担う」という図書館の理念に基づいて、

諸施策を講じてきた。

　大学図書館はいうまでもなく、教育と学術研究へ

の基盤的な支援を強固なものにしていかなければな

らないし、学内外からは学術情報の発信への取り組

みが期待されている。

　このような状況の下に鑑みて本学図書館は、大学

及び大学図書館を取り巻くどのような急激な環境変

化が生じても、利用者ニーズとともに地に足をつけ

て将来展望を期せる対応をしようとしている。

　この図書館ビジョンに基づいた各施策の推進を確

かなものにしたものの第一は、長年懸案としてきた

図書館の基本規程ともいうべき関西大学図書館規程

の制定をみたことである。

　大正１３年に図書館規則が制定（昭和４年に「図書

館規程」と改め、昭和２３年新制大学移行に伴い廃

止）されていたが、戦後図書館の運営上必要の都度、

図書館閲覧及び帯出規程（昭和２９年制定、昭和６０年

廃止）や図書委員会規程（昭和３１年制定）など１０の

規程が単独に生まれた。どの規程も、個別の運営規

範について定めたものであって、図書館の使命、理

念、または目的を明らかにはしていなかった。平成

１３年７月の図書館規程制定によって、ようやく規程

の体系も整い、「図書館は、学術情報の中枢機能を

担い、大学が教育及び研究を促進するのに必要な資

料を収集、整理、保存及び提供することを目的とす

る」（図書館規程第２条）として、図書館の目的、

機能を明確にした。現行規程の図書館図書管理規程、

図書委員会規程、図書館利用規程及び図書館自己点

検・評価委員会規程は、この図書館規程の関連規程

として位置づけ再編成（改正）し、図書館の

使命と目的を不変なものにしている。

　また、第二には、学校法人関西大学及び設

置学校事務組織規程の改正により、平成１４年

度から、図書館、博物館、情報処理センター、

先端科学技術推進機構を含む研究所の事務を

統括する「学術情報事務局」が置かれた。業

務の高度化、情報化等に対応して、学術情

報・教育研究支援業務の充実に資するためで

ある。

�　図書館ビジョンにおける推進事項
　平成１４年度末までに図書館が講じてきた諸

施策と推進してきた事項について概観すると、

次のとおりであった。

１） メディアの多様化対応

ａ　����（オンライン目録）の充実

・平成５年度から開始した「目録情報の遡

及入力年次計画」事業のデータ作成は、

平成１４年度をもって終了した。

ｂ　インターネット時代に相応しい蔵書検索

システム（愛称：ＫＯＡＬＡ）を拡充

図書館自己点検・評価について
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関西大学図書館がめざす方向

－図書館ビジョン７項目－

＜平成１０年１２月１日策定＞

１　学術情報を提供するためのメディアの多様化に対応し
うる図書館をめざす

２　関西大学図書館といえばすぐに思い浮かべられるよう
な、本学図書館独自の事業を展開する

３　インターネットなどを通じて積極的な広報活動を推進
し、関西大学図書館の存在と特徴をアピールする

　また、図書館ホームページでは、広報的な情報以外に、
可能な限りの情報サービスを展開し、「図書館電子カウン
タ－」の役割を持たせる

４　いわゆる「図書館の公開」を推進し、蔵書のより有効
な活用をめざす

５　図書館が展開する諸事業を支えることができる人材の
育成に努力を傾注する

６　より有効な職員の活用が求められている本学の現状に
対応するため、図書館のすべての業務を見直し、アウト
ソーシングの積極的活用を図る

７　業者パッケージの導入を前提に、図書館システム全体
のオープンシステム化を推進する
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・平成１０年度から運用を開始した���版検索シス

テムのＫＯＡＬＡを、平成１４年度には図書館オ

ープンシステム化に伴って新生ＫＯＡＬＡに発

展拡充した。

ｃ　文献・情報データベースと電子ジャーナルの有

効利用

・平成１３年度には法・判例データベース�����．���

と世界最大の科学情報���������	�
��、平成１４年

度に��������	
��
���
�等化学文献情報���������	�

�������などの大型のデータベースを導入してい

る。

・電子ジャーナル（�オンラインジャーナル）は、

���������などから図書館ホームページを通じて

１，６００タイトル以上を閲覧することが可能となっ

ている。

・国立情報学研究所の「学術雑誌目次速報データ

ベース事業」に参画した。全学の紀要類の３７誌

について図書館が一元入力している。

ｄ　�平成１４年度より、情報リテラシー教育支援とし

て「体験実習型ガイダンス」への拡充を図った。

また、図書館内の研究個室に情報コンセントを設

置した。

２） 本学図書館独自の事業展開

ａ　図書館のアピールと蔵書の公開を意図した特

別展示会を、春季・秋季の２回開催している。

ｂ　平成１３年度から所蔵資料のデジタル画像化を

行い、平成１４年度に「電子展示室」の公開を開

始した。

ｃ　「中村幸彦文庫」を平成１３年に、「廣瀬文庫」

を平成１５年に、それぞれ創設した。

３） インターネット、図書館ホームページによる広

報活動の推進と情報サービスの展開

ａ　図書館ホームページをサービス主導型に全面

改訂し、「電子カウンター」と位置づけた。

ｂ　上記の「電子展示室」開始には、大阪の絵師

初代長谷川貞信の浮世絵資料を展覧に供するこ

とができた。所蔵資料を継続的にアーカイブ化

し、その機能のひとつとして電子展示サービス

を位置付けている。

ｃ　�『図書館フォーラム』の全文を、第５号

（２０００）よりＰＤＦファイルでホームページに

て公開している。

４） 図書館の公開

ａ　特色ある図書館として、本学は一般社会から

間断なく求められてきた、�いわゆる「図書館の

公開」については、十全な検討の結果、平成１５

年度後期から実施計画を段階的に進めている。

ｂ�春季・秋季に図書館のアピールと蔵書の公開

を意図した特別展示会を開催するとともに、

「電子展示室」の公開を開始したほか、学外機

関の求めに応じて蔵書の出陳も行っている。

５） 図書館の諸事業を支える人材の育成　　

　以下の方法等により、職員の技能と資質向上に努

めている。

・学外で開催されるセミナーや講習会に参加させ

る。

・本学で講習会（��������	
����
������
����講習会

や国立情報学研究所目録講習会など）を開催し

企画・運営を担当させ、講師も務めさせている。

・春季と秋季に特別展示会を開催し、企画検討、

展示資料の調査と吟味、展観目録での資料解説

を担当させている。

６） 業務の見直し、アウトソーシングの積極的活用

ａ　平成１２年度に図書館事務組織が改編され旧４

課から運営課、閲覧参考課及び学術資料課の３

課の体制になった。そのうえで、利用サービス

の拡充のため閲覧部門にアウトソーシングを導

入して、平成１２年度から段階的に開館時間、開

館日数及びカウンターサービスの拡大を図って

いる。

ｂ　平成１４年度からは、従来の外注方式に代えて、

収集整理業務にもアウトソーシングを導入し

た。�

７） 図書館システムのオープンシステム化

ａ　平成１３年度に図書館オープンシステム化計画

を推進して、平成１４年４月から本稼働させた。

ｂ　�課題となっている同システムの安定運用を

図る施策を講じている。また、図書館が中心と

なって全学的構想の実現を図ることになってい

る学部資料室、研究所など各所蔵機関の学内オ

ンライン総合目録構築計画を進めているところ

である。

　図書館はまずビジョンを策定した。そして、急速

な情報通信技術の進展と情報メディアのデジタル化

に対応し、ネットワーク情報源の有効活用を図って

きた。汎用の共用事務ホスト計算機により開発運用

してきた図書館システムは、ＵＮＩＸマシーンに代

えてオープンシステムに移行するなど、ビジョンに

基づく諸施策を講じてきた。これらのことによって、

図書館フォーラム第９号（２００４）
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「図書資料の管理を中心とする図書館」からインタ

ーネットを中軸とした「学術情報を提供するサービ

ス主導型の図書館」へ大きく転換している。

　このように本学図書館は、大学の「知」の創造と

伝達をするという使命を支えるために、学術情報を

収集、整理、保存及び提供するという図書館本来の

使命を継承するとともに、情報インフラストラクチ

ャーを整備し変革して、さらに図書館間の有機的な

連携をも図ってきた。このことは、図書館が今、継

承、変革、連携の時代にあるといわれている所以で

ある。

�　平成１５年度における課題及び展望
　図書館ビジョンを策定し具現化策を推進してはや

５年を経過しようとしている。進めるべき構想や懸

案事項のうち、喫緊の課題についてどのような展開

を図ろうとしているのかを、明らかにしておきたい。

ア　「マガジンセンター構想」（書庫及び図書館機能

の拡充計画）の実現に向けて ������ ６０３Ｃ

　今、図書館において最も待望されているものは、

「マガジンセンター構想」の実現である。

　本学は、明治３７（１９０４）年江戸堀校舎に図書室を

置き、大正３年には福島学舎に初の独立した図書館

を開設している。昭和３年開設の千里山本館がそれ

を継承し、また、昭和３９年には専門図書館を創設し

ていた。千里山本館と専門図書館を吸収し昭和６０年

開設した現在の総合図書館は、１８年を経過し、現蔵

書数はマイクロ資料等を含めると１８５万余冊（図書

のみでは１７５万余冊）となっている。書庫における

収蔵可能な書架の空きスペースは、平成１４年１０月に

行った実測調査結果をみると１６％であり、すでに稼

動限界基準の７０％を越えており、大変厳しい状況に

ある。書架スペースについては、平成９年度総合情

報学部完成年度の翌年度をもって図書館の組織とな

った高槻図書室の所蔵キャパシティにおいても同様

であり、狭隘化が顕著になっている。

　平成１０年１月１６日付文書「図書館における『書庫

拡充計画』の検討について」により学長を通じて、

書庫の拡充は大学における図書館機能の充実と特色

ある図書館を創造するために不可避の課題であると

して、学校法人に要請した。以来、これの実現が叶

うよう要望をし続けてきた。

　その間、狭隘化対策としては、毎年棚板を挿入す

ることと、複本を除却し保存は１部に限定するなど

してきた。また、できる限り外部の情報資源を有効

活用することに努め、平成１４年度から米国法情報デ

ータベース���������	
���
���

���を導入することに

より、長年所蔵してきた膨大な印刷冊子体の������

���������	
社刊の����������	
����
��
���
��シリーズ�

を簡文館（旧図書館本館の書庫）に分置した。工学

部創設以来利用に供し第１巻から所蔵している二次

資料の��������		
��
���
�は冊子体を��������に代

え、さらに平成１４年度にはインターネット利用によ

る大型データベース���������	��
��
�に置換してい

る。抄録誌『科学技術文献速報』なども工学部創設

以来基本文献資料として多くの書架を埋めていたの

で同様に旧館書庫に留置し、さらに、ＯＥＣＤ資料

のうち���版で利用できるものは、冊子版をさかの

ぼって廃棄していく方向とし、外部データベースに

移行させて、有効稼動に必要な書架スペースに充て

てきた。また、定期購読雑誌の一部を冊子体から電

子ジャーナルに転換して蔵書のスリム化を図ってき

ているが、もはや限界に達している。

　図書館がビジョンを推進していく中で、重点施策

にあげている一つが狭隘化に伴う書庫の拡充計画で

あり、火急のこととして、現図書館と継続する場所

に拡充できるよう要請しているものである。これは、

次に示す基本姿勢と計画構想にあるように、向後２０

数年持ちこたえるという単なる書庫スペースの確保

という拡充ではなく、「図書館機能の拡充構想」の

図書館自己点検・評価について

４１

Ⅰ　計画に向けての基本姿勢

１　中央図書館機能および総合図書館機能を堅
持する。
２　現在の書庫の配架率は８４％に達しており、
図書館基準で限度とされる７０％以下を維持す
る。
３　向後２０年間の利用サービスの向上と業務の
効率化を考慮して、図書館機能全体の再構築
を行う。
４　電子ジャーナル・外部データベースの導入
を積極的に行い、アーカイブ保証を前提とし
た蔵書のスリム化を図る。

�

Ⅱ　拡充計画の構想

１　増設拡充エリアを総合図書館の隣接地に設
置し、資料の再配置を行う。
２　増設拡充エリアの機能としては、中核的な
雑誌情報センターとするマガジンセンター�（仮
称）が適当である。

　３�総合図書館の機能を再構築する。
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実現をめざしているものである。その実現に向けて、

図書館は策定した基本構想に基づき「書庫及び図書

館機能拡充計画」の骨子案をとりまとめて、平成１５

年１月に学長の理解を得て学校法人にあらためて要

請したのである。

イ　図書費予算の再構築

　大学財政が厳しくなっている状況においては、図

書館のコア・ジャーナルの購読すら危うくなってい

る。図書館図書費は削減を余儀なくされ、平成１０年

度をピークに逓減してきている。その状況下で逆に、

学際的図書資料の増大と高額化が顕著になっており、

また外国雑誌の誌代の高騰、電子媒体による資料と

ネットワーク情報源の加速度的成熟によって利用者

ニーズの増大等も呈している。

　図書館図書費の予算執行にあたっては、本学の図

書館が集中方式に属しているという利点から、学内

図書資料の重複が避けられてきたこと、大学の資産

にはならない無形かつ所有権のない電子資料の導入

についても、早くから本学法人により図書資料とし

て認知されていたことが特徴的であろう。一方で、

大学予算として確定した図書館図書費を、図書委員

会において、学部研究用図書費、基本図書費、大学

院学生用図書費、学習用図書費、特別図書費などに

勘定科目を大分けし、学部研究用図書費については

さらに学部間比により執行配分としての勘定項目を

決めているという、現実がある。

　勘定項目を細分化して予算を執行していくことは、

蔵書構成のバランスが損なわれるのを防ぐという利

点があるものの、欠点もある。すなわち、意を用い

て全学系の図書を収書しようとすればするほど、細

かい勘定科目・勘定項目の設定が、ますます予算執

行の硬直化を招く結果にもなっているのである。

　本学図書館はこの長年の懸案とする隘路を克服す

るため、図書費予算における「大綱化した再配分」

が喫緊の課題であるととらえた。そこで、図書委員

会において平成１６年度予算編成に向け、「学習及び

研究に資する図書資料の購入を円滑にするために、

効率的かつ柔軟に対応できるよう、図書費予算の枠

組（勘定科目・項目）の概括化を図る」方向で検討

してきた。その大綱は、すなわち、学部別の９項目

で配分していた学部研究用図書費の勘定科目内を、

人文系、社会系、自然工学系及び総記の４項目に大

分けし、またその他の予算科目も統廃合を行って柔

軟性を図っていくとの方向を見たところである。

　今回図書館が講じた「大綱化した図書費予算の再

配分」への転換は、①図書費予算の削減や外国雑誌

の高騰化により、従来の予算配分方法では対応しき

れなくなってきていること、②ネットワーク情報源

の加速度的成熟に伴う対応の必要性が生じてきたこ

と、などに起因しているのである。

　さらに、③これから取組むべき問題もある。為替

レート、外国図書資料扱書店のマークアップ及びイ

ンターネット時代における図書の入手方法などの問

題である。

ウ　「関西大学学術情報データベース」の再構築及

びＮＩＩ等への協力

　大学が創造する「知」の伝達手段は大きく変わっ

ていることはすでに述べた。

　本学の「学術情報データベース」の淵源は、大学

全体における研究成果の所在情報を公開した『研究

総覧�１９９３―１９９４年度』（関西大学自己点検・評価委

員会刊行『学の実化』の第４分冊）に始まる。

�　「学術情報データベース」の展開

　同『総覧』の第３回目（１９９７―１９９８年度）が刊

行される折の平成１１年に、①本学の研究業績をデ

ータベース化して公開するとの方針がとりまとめ

られ、②データベースが構築されるまでの間、暫

定措置として大学のホームページで公開すること

となった。

　本学の「学術情報データベース」システムの開

発は平成１２年に着手され、平成１３年から運用を開

始している。この業務を所管していたのは、学術

情報データベース開発プロジェクト（プロジェク

トの事務局：学長秘書課）であった。平成１４年度

当初から、学内研究者情報の一元化所管に関して、

再度関係部署間で協議が続けられてきた。

　一方で図書館は本学の「学術情報データベー

ス」システムについて「情報の生産」と「情報の

保管・提供」という観点から大学と協議してきた。

図書館フォーラム第９号（２００４）

４２

図書館図書費の推移����������（単位：千円）

計ＩＲ及び
外部ＤＢ＊

逐次刊
行物図　書

７３０，５８１３，５００１８８，９１６５３８，１６５平成１０年度

７３０，５８１３，５００２３７，１１９４８９，９６２平成１１年度

７００，０００２，０００２１１，３６９４８６，６３１平成１２年度

６７１，１５０４，５２１２０８，１１４４５８，５１５平成１３年度

６７１，１５０２０，５４０２１４，０１１４３６，５９９平成１４年度

＊平成１２年度までが「ＩＲ検索費」で、平成１３年度以降は
「外部データベース費」である。
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１年の経緯を経たのち、平成１５年３月の学部長会

議において、「本学の学術情報データベースの管

理について、現システムの管理を学長秘書課が中

心になって行ってきたが、４月より学術情報事務

局傘下の図書館運営課に業務を移管する。ただ、

図書館は作られた情報を収集し、蓄積して、提供

するのが任務であるから、（情報の生産・更新に

かかる指揮命令などの）仕組みについては別途考

える」ということになったのである。

　事務の引継ぎのみは終わったことになっている

が、図書館は学内の研究者情報を公開するという

使命を担って推進しなければならなくなった。本

学教育職員の研究情報が永続して間断なく新たに

作成され、または追加更新されていくための積極

性のある組織的な仕組みが求められている。大学

のステータスとアピールにかかわる問題であり、

この統率された情報の生産（研究情報の入力）体

制をどのように仕組めるかが課題なのである。

�　ＮＩＩ紀要ポータルサイト及び全国漢籍データ

ベースへの協力

　国立情報学研究所ＮＩＩ所管の紀要ポータルサ

イトへの本学の対応については、平成１１年２月の

学部長会議の了承事項にさかのぼる。文部省学術

情報センターの「学術雑誌目次速報データベー

ス」の参画について、図書館が同センターに学内

の紀要等逐次刊行物の目次を登録していくことに

なって、当初２９誌を対象としたことが始まりであ

る。

　ＮＩＩは平成１４年度に大学等の研究紀要類の電

子化と公開の支援事業を開始した。これに伴い、

上記「データベース」は本文収録などの機能を加

えて「研究紀要ポータル」システムへと発展し、

大学からの研究情報発信をサポートするように拡

張された。本学図書館も引き続き担当して、ＮＩ

Ｉ目次速報登録業務に協力している。

　また本学は、平成１４年７月の学部長会議の議に

より、ＮＩＩが行う研究紀要の電子化（論文コン

テンツ、抄録及び目次のデジタル化）事業につい

ても積極的に参画することになった。図書館はそ

の窓口を担うことになって、従前の目次速報デー

タベースの登録業務に加えて、学内の紀要発行機

関とＮＩＩとの連絡や協議等に対応している。各

発行機関に対しては、執筆者に電子ファイルでの

掲載の承諾を得られるよう要請しながら、電子化

への参画について推進できる体制を整えていくと

いう任を負ったのである。

　今後の課題としては、一つは各機関が紀要を刊

行する際に、印刷版下の段階から論文コンテンツ

をデジタル化しておくことを推奨することであり、

第二に著作物の再利用、電子化及び公開許諾に関

して執筆者の共通認識を得ておくことであろう。

特に前者については、今は緒についたばかりで国

の費用において事業は進められているが、事業予

算の継続性が不明であるばかりか、ＮＩＩはもと

もと各紀要発行者において論文コンテンツを電子

化することを期待していると思われるからである。

　一方、全国漢籍データベースについても、次の

経緯により本学図書館は積極的な参加をはたして

いる。　　　　　　　

　京都大学人文科学研究所や東京大学東洋文化研

究所が長年にわたり漢籍目録の編纂や漢籍担当職

員の講習会開催などの中核的事業を展開されてき

た。全国漢籍データベース協議会が設立の運びと

なって、平成１４年３月に漢籍所蔵機関の参加をも

って第１回総会が開催されている。

　本学は「泊園文庫」「増田渉文庫」並びに「内

藤文庫」を置き多くの漢籍を蔵し、各々冊子目録

及び内藤文庫������版目録（「��������	」）等

を完備してきた。これらの評価をもって、平成１５

年７月に京都大学人文科学研究所附属漢字情報研

究センター長から本学図書館長宛にも正式に「増

田渉文庫、内藤文庫、泊園文庫」にかかる漢籍デ

ータ使用許可の願いがあった。

　京都大学、東京大学、本学ほか十数大学の参画

により、各大学個別の漢籍目録が全国漢籍データ

ベースに登録されることになってきている。その

結果、ＮＩＩが運用する全国図書目録データベー

ス���������	��
同様、���上での公開が始

まっているのである。

　各大学がローカルで運用サービスしている目録

データベースの効用に加えて、この全国データベ

ースによって研究者に広く利用されることは、本

学図書館にとっても長年にわたる漢籍の蓄積と目

録編纂の努力が報われることになろう。

エ　大学の社会還元－『図書館の公開」へ－  １１１Ｃ

　本学は学内の図書資料の８５％以上を図書館に集中

保管し、約１５％は学部や研究所の資料室に所蔵して

いる。本学の教職員、学生及び校友（卒業生）の利

用を第一義に考え、学外からの利用はこれら教育研

究に支障がない範囲で、図書館間相互協力によるサ

図書館自己点検・評価について
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ービス（提供）と、特定図書については公立図書館

の紹介を受けて一般市民にも閲覧に供してきた。ま

た、昭和５８年から京阪神地区拠点校の一つとして本

学図書館内に設置しているＥＵ資料センター（旧欧

州共同体委員会ＥＣ資料センター）の図書資料につ

いては、もともと一般公開が原則であり、学内学外

を問わず無条件で閲覧利用されている。「開かれた

図書館ではない」ともいわれてきたが、むしろ可能

な限り配慮してきた。

　大学の中には、有料制による図書館施設の一般開

放、または近隣地域住民や受験生に無料の公開を行

っている大学がある。本学はいわゆる「図書館の全

面公開」を行ってはこなかったので、学外からは間

断なくその要求をされてきた。なぜなら、本学図書

館は、江戸堀校舎に図書室を置いてから１００年の歴

史を有し、蓄積してきた蔵書が１８５万冊に及ぶこと、

����のデータベースを充実させて平成１０年から

���版蔵書検索システムＫＯＡＬＡによってインタ

ーネット上で所蔵情報を公開していること、研究用

図書資料を図書館に集中させていること、交通のア

クセスが至便であること、さらには日曜日・祝日も

開館し、平日は２２時まで開館していることなど、求

める側に立てば好条件に立地や諸環境が整っている

からである。

　本学図書館は、先述の「図書館がめざす方向－ビ

ジョン７項目－」の第４項目にあげているとおり、

「本学の独自性を発揮した『図書館の公開』を実施

する」ことを基本においている。

　以上のことに鑑みて、図書委員会の議に付し慎重

に検討した結果、平成１５年度から学生の父母への公

開を開始し，試験的ではあるが近隣地域住民への公

開を行っている。また、大学院博士課程後期課程修

了者のみならず、課程博士の単位修得のための研究

支援としての図書館利用の道を開いた。つづいて、

社会人への公開、研究者への公開など段階的に実現

していく手筈を整えているところである。

オ　図書館資料の電子化－電子ジャーナルの利用拡

大の行方－ �������� １２１Ａ，１２４Ｂ，６０１Ｂ

　本学図書館は、大型のデータベース導入に際して、

経費の軽減とさらなる対象資料の厳選も図っていく

という基本姿勢によって、米国ＩＳＩ社と交渉し同

社の���������	�
��（世界最大の引用・被引用論文索

引データベース）を、早稲田大学、慶応義塾大学な

どの私立有力大学とともに５大学代表委員会を組織

しコンソーシアムを形成して導入した経緯がある。

　このＩＳＩ社対応のコンソーシアム形成による大

きな成果は、①製品定価の圧縮（大学の規模に従っ

て、最大４０％の値引き）を図ることに成功したこと、

②版元との直接契約及び現地米国通貨による直接払

いによって、代理店の差益、手数料並びに消費税の

負担を解消したこと、③年間価格上昇率にキャップ

制度を導入した（欧米学術雑誌の年間上昇率は１０～

２０％に及ぶが、本コンソーシアム契約中は最大５％

に抑えた）ことである。

　同様に、電子ジャーナルの利用についても、常設

の委員会を置いて協議を続けてきた。先の本学等５

大学に３大学を加えて、電子ジャーナルに特化した

「私立大学コンソーシアムＰＵＬＣ」形成の実現を

みるに至っている。主要国立大学では、電子ジャー

ナル導入に際し共同で価格交渉を行っており、国は

そのための予算（補助金）を賦与している。私立大

学も独自に出版社と交渉するとともに、補助金獲得

のために国に予算化を求めてきたのである。

　経緯の過程で２つの出来事があった。１つは、エ

ルゼビア社発行の雑誌１，１００誌がインターネット上

で閲覧サービスに供されていた�������������を、同

社は平成１３年１２月で中止してしまったことである。

他の１つは、国立情報学研究所により平成１３年度か

ら大学図書館に試験提供されていたＯＵＰ���������

���������	
�����
の電子ジャーナル���������	�
��
��

���������	
����（１７０タイトルにも及ぶ電子ジャーナ

ル群）が、平成１６年以降有料化されることになった

ことである。これらのことは、たちまち図書館利用

者の便益を損なうことになった。

　コンソーシアム運営委員会は、私立大学情報教育

協会を通じて文部科学省に補助金の予算化を要請し

てきた。その結果、当該補助金に対する文部科学省

の概算要求が平成１４年９月に認められたことは、ま

ずは大きな成果であった。電子ジャーナルに特化し

た外国雑誌に対する国庫助成の道を拓いたのである。

　続いて同委員会は、ＰＵＬＣの形成によって主要

出版社であるＯＵＰ、���������及び������社等と交

渉したところ、平成１６年１月から、ＯＵＰの電子ジ

ャーナルが１５７タイトル（本学の現プリント版購読

は４３タイトル）、Ｂ社６６４タイトル（同１３０タイトル）、

Ｗ社２２０タイトル（同４１タイトル）が、インターネ

ットで閲覧できるという方向を確認するに至ったの

である。

　当初からＰＵＬＣ運営の委員をつとめる本学図書

館は直ちに、ＯＵＰ、Ｂ社、Ｗ社の３者の電子ジャ
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ーナルを契約して、学内のネットワークにより提供

し、利用拡大を図っている。

　このように、今回の電子ジャーナルに特化したコ

ンソーシアムの成果は、従前のプリント版（冊子

型）ともに誌代が今後とも高騰し続けるという予測

のなかで、①外国雑誌の電子ジャーナルに特化して

国の助成金が得られること、②大学の図書費予算の

削減と誌代高騰化に伴い、タイトル数の大幅カット

を余儀なくされてきたが、今までにカットしてきた

分の雑誌利用が復元できるばかりか、③現在のプリ

ント版購読の４．５倍ないしは１０倍以上のタイトルを

閲覧が可能になる。利用者の利するところは大きい。

　誌代高騰のなかで、電子ジャーナルの価格自体を

下げることは困難であるが、値上げを抑制させる一

方で図書館は助成金を得て、さらに多くの権威ある

出版社の電子ジャーナルについて安定供給を図って

いかなければならない。そのためにも、本学図書館

はコンソーシアム形成を意図して、今後とも私立有

力大学との強い連携が欠かせないのである。

３　利用サービスと諸環境の整備

�　図書館における情報インフラストラクチャ
ーの整備

　情報通信のネットワークは、今やライフラインに

匹敵するほど重要になってきている。今後とも、ネ

ットワークシステムの増強と利用者主体のアクセス

を容易にしたシステムを構成していくことこそが、

情報インフラストラクチャー整備の重要課題なので

ある。ここでは図書館を中心とした情報環境の整備

に対する取り組みを検証する。

ア　情報システム化の経緯と現状及びその取り組み

　本学図書館が情報インフラストラクチャー整備を

進めているのは、前述した図書館の理念に基づいて

おり、関西大学図書館規程第２条に規定する「学術

情報の中枢機能を担う」という目的の具現化にほか

ならない。

　学術情報に関する主要なインフラストラクチャー

については、前述の平成１４年度におけるオープンシ

ステムの稼動があげられる。汎用のホスト系システ

ムから離れ、インターネットを中軸とした学術情報

の提供を図っていく「サービス主導型の図書館」へ

と転換した。

　「学術情報提供サービスの充実」とならんで重点

目標として取り組んできた「電子カウンター機能の

拡充」については、現在、オンラインによる「予

約・取り寄せ」「相互利用申し込み」「利用状況照

会」等のリクエストが利用者の自宅から可能になっ

ている。さらに、電子メールによる個々人へのサー

ビス及びオンライン・レファレンスの開始や図書館

間協力の充実に向けて、環境整備を図っている。

　本学図書館は、昭和５２年に業務の機械化を開始し、

当時としては先駆的なオンラインリアルタイム方式

の学術雑誌管理システムを稼動させていた。その後

も、図書館職員が独自開発するという基本姿勢に徹

して、情報処理センター備付の事務共用汎用電子計

算機のレベルアップとリプレイスの機会ごとに図書

館システムを段階的に拡充し、平成２年に策定した

図書館業務機械化第３次中期計画をもって、図書館

業務のほぼトータルなシステムを構築してきた。

　ところが、高度情報化時代に入るとともに、汎用

ホストコンピュータによる図書館システムでは閉塞

した状況を呈してきた。この状況を打開するため、

図書館システムのオープンシステム化を図り、本学

図書館は機械化－電算化－情報化へと歩んできたの

である。平成７年には図書館電子化構想を策定し、

平成１０年には利用者用蔵書検索システムＫＯＡＬＡ

をインターネット上で公開し好評を博している。ま

た、平成８年に開設した図書館ホームページも、平

成１１年１１月１１日をもってサービス主導型ホームペー

ジに大幅改訂し、図書館の新しい窓口とする「電子

カウンター」となったのである。

　現在、このホームページを通じて、インターネッ

ト上で展開されている電子ジャーナルや外部データ

ベースの提供など種々の情報を発信しているが、焦

眉の急となっている課題は、オンライン・レファレ

ンスの実現である。すでに図書館ホームページのメ

ニューに「レファレンス」をあげており、画面のフ

ォームに従って入力すると、参考質問、事項調査、

文献調査についてオンラインでサービスを受けられ

るというシステムである。

　残念ながら今回の点検では、「レファレンス」も

「新着図書案内」についてもその進捗を確認するこ

とはできなかった。図書館の利用者はサービスに対

して大きな変革や拡大を望む一方で、このようなき

め細かいサービスを求めるものである。肝に銘じて

いかなければならない。

図書館自己点検・評価について
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イ　 機器及びネットワーク環境の整備・充実

　　　―学術情報システムのトータル

　　　　　インフラストラクチャー整備― � １２４Ｂ

　大学図書館にかぎらず、図書館における情報イン

フラストラクチャーの基本は、

○高度情報化社会における図書館利用者ニーズに

対応すること

○そのためには、図書館利用者に情報のアクセス

が保障されなければならないこと

○情報疎外を生まないためにも、情報リテラシー

教育が必要であること

　であろう。積極的な情報インフラストラクチャー

の整備と、その前提となるアクセス保障を十全にし

てこそ、図書館の使命が果たせるものといえる。

　平成１３年度－１４年度に本学図書館が整備した主な

ものとして、次の事項があげられる。

ａ）前掲の図書館オープンシステムを平成１４年度

から本稼動させた。

ｂ）図書館ホームページの「ネットワーク情報

源」を中核にした情報提供を進めている。それ

には、学術情報のリンク集を充実させる一方、

外部資源を有効活用するために電子ジャーナル

とデータベースの導入を促進している。その結

果、������で利用するようなパッケージ型

メディア提供からネットワーク型メディア提供

へシフトさせつつある。

ｃ）オープンシステム導入による電子図書館機能

向上と図書館サービスの安定提供を行うために、

プロキシサーバーを設置し、危機を回避できる

高度なセキュリティを構築した。

ｄ）電子ジャーナル及びネットワーク情報源等の

サービスを充実させるため、インターネットの

利用が可能なパソコンを館内に増設した。また、

地下１階・２階の研究個室２０室に情報コンセン

トを設置するなど、インターネット環境を拡充

することによって、図書館においてインターネ

ットのブラウザ上から電子情報を有効利用でき

るようにした。

ｅ）オンライン目録（����）の書誌データ充実

とデータベースを拡充させるため、平成１２年度

から「既蔵書目録データ遡及入力第２次３ヵ年

（最終）計画」を策定し、個人文庫等特別コレ

クションの目録遡及作業を進めた。「第１次７

ヵ年計画」と併せて１０年もの歳月を要し、平成

１４年度末にデータ作成は終了している。

　このような情報発信型サービスの提供へと転換を

図ったことにより、図書館ホームページへのアクセ

ス件数は、平成１３年度には１００万件を越え、さらに

平成１４年度は２０万件近く増加した。

　図書館内に配備している利用者用の情報検索機器

（パソコン端末）は、総合図書館に７７台、高槻図書

室には１４台ある。これらの利用については、本来は、

明確に用途を限定する必要はないと思われる。しか

し、現状では、セキュリティの問題と台数に限りが

あるため、蔵書検索専用ないしインターネット兼用

というように区分されている。また、前述のとおり、

館内の研究個室（全２０室）には情報コンセントを付

しているものの、これ以外のエリアにも増設するこ

とが課題の一つではある。取り急ぎ、インターネッ

ト兼用端末の台数を拡大する実施策を進めていると

ころである。

　図書館内で利用できる大半のデータベースや電子

ジャーナル等の学術情報は、学内ＬＡＮのネットワ

ークで千里山キャンパス、高槻キャンパス及び天六

キャンパスに配信しているので、研究室や各学部の

ステーションからも利用できる。

ウ　学術資料の保全 ����������� ６００Ｂ

　教育及び研究を促進するのに必要な資料を収集、

整理、保存及び提供するという使命を継承していく

ためには、図書資料という文化的知的財産を十全に

保存し、資料の劣化防止に意を用いる一方、新しい

メディアに置換する必要もある。限りある所蔵スペ

ースの有効活用の観点からも、学術資料のスリム化

へと変革していく必要があり、他大学等との連携に

よる相互利用の促進を図っていくことも将来への重

要な課題となっている。

　本学図書館が平成１３年度－１４年度において対応し

てきた主たるものとして、次の事項をあげた。

ａ）貴重書のマイクロフィルム化及びデジタル画

像化（アーカイビング事業）

　資料保存と利用提供の改善を図るため、昭和

６１年度から経年的に貴重書、近世文書、特別文

庫等のマイクロフィルム化事業を推進しており、

平成１３年度に約３万コマ、１４年度も約３万コマ

を撮影した。

　また、平成１３年度からは、電子図書館機能の

拡充に向けて、貴重書のデジタル画像化も進め、

平成１４年度末には、図書館ホームページを通じ

て「電子展示室」で公開を開始している。

ｂ）貴重書庫・準貴重書庫の燻蒸、書庫・閲覧室
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等の消毒

　資料保存のために毎年、書庫及び閲覧室等の

消毒はもちろんのこと、貴重書庫・準貴重書庫

の燻蒸を実施し、また随時虫害発生に即応して

臨機に燻蒸を行うことで、紙魚などの殺虫・防

虫と防黴等に努め学術資料の保全対策を講じて

いる。

ｃ）図書の架上整備と有効利用

　図書資料の適正配架と書庫の狭隘化に対応す

るため、毎年度架上整備を実施して、開架閲覧

室の備付用途終了図書と書庫の複本図書の一部

を除却している。除却した図書のうち平成１４年

度は、４３２冊を大阪府立中央図書館に、３４７冊を協

定校であるロンドン大学ＳＯＡＳに寄贈（輸送

費については、各受贈先の負担）し再利用を図

った。また、中国の復旦大学には本学東西学術

研究所を通じて１５４冊を寄贈したほか、韓国の

釜山外国語大学などの依頼にも応えている。

　しかし、除却した図書資料を有効活用してい

く施策は、本学においてはまだまだ十分とはい

えない。あらゆるチャンスに対応して、検討を

加えていくことが肝要である。

エ　図書館間相互協力の条件整備 �� １２４Ｂ，６０１Ｂ

　大学図書館間の相互協力の目的は、図書館の利用

をより効果的に広げることにあり、分担収集、分担

保存、共同目録、複写や貸出を中心にして大学図書

館間の円滑な相互協力と緊密な連携を図り、利用者

の需要を満たしていくことである。実際、「大学図

書館の相互協力が、高等教育の質的拡充と先端科学

技術研究の推進に不可欠なものであることが広く認

識されるようになり」（国公私立大学図書館協力委

員会『図書館相互協力便覧』第４版の「まえがき」）、

学術情報、学術資料のアベイラビリティを高めるこ

とこそが、図書館間協力の条件整備の主要課題であ

ると考える。

　経緯からみると、昭和４３年の「大阪地区大学図書

館（関西大、大阪大、大阪外国語大、大阪府立大、

大阪市立大）における新聞の分担保存に関する協

定」、昭和４９年の私立大学図書館協会「阪神地区相

互利用に関する協定」及び昭和５３年の同協定に基づ

く「分担保存実施要領」、昭和５６年の「関西四大学

図書館（関西大、関西学院大、同志社大、立命館

大）相互利用協定」、昭和６２年の「国公私立大学図

書館間文献複写に関する協定」及び同協定を継承す

る平成１２年の「国公私立大学図書館間相互貸借に関

する協定」を発効していくのに、本学は主要な役割

を果たしてきた。

　図書館間相互利用の実態について５ヵ年度を次表

の数字でみてみると、本学図書館における「提供」

（学外からの閲覧・貸出・複写希望）に関しては大

きな変化は認められないが、学外へ文献複写を「依

頼」した件数は経年増加の傾向がみられる。これは、

　本学の教育職員等が、学外に所在する文献を積極

的に求めているということであり、研究活動が促進

されているものとしてうかがえる。

　また、クラス別ガイダンスや実習型ガイダンスな

どによるデータベース活用の指導が、功を奏してい

るとも考えられる。

　図書館間協力のアベイラビリティ向上の第一は、

必要とする文献情報の所在が確認できることであり、

第二は文献情報の入手の可能性である。前述のとお

り、本学図書館はネットワーク情報源を開拓し、ホ

ームページを用いて積極的に案内してきたこと、及

び���������	�
��、���������	��
��
�、��������（心

理 学 関 連 分 野 の 文 献 索 引）、���������	

����
�

��������（米国議会情報索引）、��������	
（科学技術

情報）、ＯＣＬＣの���������	
、�����．���、「日経

テレコン２１」など権威ある���版データベースを導

入して学内ネットワーク上で利用提供し、かつ国立

情報学研究所ＮＩＩの�����������	�

システム

を有効活用していることが相乗効果をもたらしてい

るものといえる。

　また、本学では図書館が中心となって、ＮＩＩの

総合目録データベースの構築に参画して図書館間相

互利用に資するとともに、先述の「学術雑誌目次速

図書館自己点検・評価について

４７

過去５年間の図書館間相互利用件数（国内・国外）

平成１４
年度

平成１３
年度

平成１２
年度

平成１１
年度

平成１０
年度

５８０４９１５９１４２５４６３閲
覧

提　
　

供
３７２２９７３４８４１５４０８貸

出

３，７１５３，４７２４，０８２３，７５９３，３３９複
写

４０２３５１３３６４７７４９３閲
覧

依　
　

頼
６９８５６３３６２４０３３２５借

用

４，０１９３，４４８３，３６８３，１６３２，９３７複
写

�



報データベース」構築事業にも協力し、さらに「Ｎ

ＩＩ�研究紀要ポータルサイト」などの情報発信事

業を支援している。このことは、図書館間相互協力

の展望を明るくしている。

　このような対外協力のベースとなる、学内におけ

る図書資料所蔵機関間の協力も、また重要である。

その意味で、敷衍しておくことがある。昭和５５年秋

の文部省視学委員視察結果に基づいた文部省通知

（１２月２７日付）の「図書館、研究所、研究室、資料

室における専門教育科目に関する図書及び学術雑誌

については統一的な管理運用することが望ましい」

に端を発し、直ちに学長の命により「学内図書資料

に関する事務連絡会議」を設置して今日に及んでい

る。その成果として、①社史団体史、地方史、統計

書、高額図書、視聴覚資料などの学内分担保存、②

図書館が中心となった全学総合目録の構築と相互協

力、③前述のＮＩＩへの協力、の各体勢を整えるこ

とができた。

�　図書館及び図書資料の整備　
ア　図書館

　本学図書館の運営に関する基本方針は、昭和５６年

３月２３日に図書館建設実行委員会から学長に答申さ

れた「新図書館建設計画案（答申その２）」に淵源

しており、これに基づいて、現在の総合図書館が昭

和６０年４月に開設している。同答申に示された「新

図書館の性格」すなわち運営の基本方針の主な点は、

全学系（人文科学系、社会科学系、自然科学系）の

研究図書館機能と学習図書館機能を総合兼備し、学

術情報のセンター機能を果たすものであった。

　本学図書館は、多くの総合大学がいわゆる「分散

方式」を採る中で、伝統的に「集中方式」を採って

いる。分散方式、集中方式双方に得失はあろうが、

集中方式には、図書資料をいずれの学部・機構・大

学院研究科の学生・教育職員であっても学内一ヵ所

で利用でき、学際領域の研究に資することもできる

こと、さらに、高額の経費が伴う基本図書の購入や

���������	�
��など学内ネットワークで提供する大

型の外部データベースの導入を比較的容易にする点

に、大きな特徴がある。

　また、集中方式を採る本学図書館は、千里山キャ

ンパスに設置されている６学部・１機構・大学院７

研究科それぞれの中央にほぼ等距離に立地している

こ と も 特 筆 に 値 し よ う。����������	�
���
����

����������という構想も「新図書館の性格」として

反映されたものである。

イ　図　書 ��������������� １２１Ａ

　本学図書館の蔵書は、昭和５５年に１００万冊を超え

（１，０６２，２１８冊）、５８年度末には１２０万冊を超えていた。

年々、書庫等収蔵キャパシティが狭隘化しているた

め、複本の除却、デジタル化資料への置換などに努

め蔵書のスリム化を図っているものの、総合図書館

と高槻図書室における平成１４年度末現在の蔵書数合

計は１９０万余冊となっている。そのうち、視聴覚資

料の所蔵数に計数しているマイクロフィルムが約

７９，３００巻、マイクロフィッシュが約１８，４００ケース

（５０シート�１ケース）を有している。

　最近５ヵ年に受け入れた図書資料冊数は、次表の

とおりである。受贈図書も含めて平成１３年度は対前

年度約１５�の減少となり、１４年度以降も減少の傾向

にある。大学全体の経費削減が厳しくなる中で、図

書館図書費も例外ではなく、今後はさらに厳選した

図書館フォーラム第９号（２００４）

４８

図書資料の所蔵数 ������������������������������� 平成１５年３月３１日現在

電子ジャーナル
の種類（種類数）

視聴覚資料の
所蔵数（点数）

定期刊行物の種類数図書の冊数（冊）

外国書内国書開架図書の
冊数（内数）図書の冊数

１，６２９１０１，４５９８，１２５
（３，０４３）

１４，２０１
（３，７３７）１９７，４８１１，７４９，１９９総合図書館

―３５１２２９（２３４）２０１（１９１）５３，０９０５３，０９０高槻図書室

１，６２９１０１，８１０８，３５４
（３，２７７）

１４，４０２
（３，９２８）２５０，５７１１，８０２，２８９計

【注】１　製本した雑誌等逐次刊行物は図書の冊数に加えている。
２　視聴覚資料には、マイクロフィルム、マイクロフィッシュが大半を占め、カセットテープ、ビデオテープ及び���
���・�������等を含む。

３　定期刊行物の種類数には電子ジャーナル数は含まない。下段は継続の種類数で内数である。

�



有用な図書資料を受け入れ、かつまた外部データベ

ースを全学で有効に共用できる施策をさらに推し進

めていくことができるか否かが、将来の明暗を分け

る。

　１９０万余冊の蔵書の中には、特色あるコレクショ

ンを含んでいる。大阪に立地する大学の使命として、

つとに収集に努めている「大阪文芸コレクション」、

わが国における魯迅研究第一人者の元本学教授に係

るコレクション「増田渉文庫」、東洋学を確立した

内藤湖南旧蔵の「内藤文庫」、幕末の浪速私学であ

った泊園書院旧蔵の「泊園文庫」、中国文学及び漢

籍書誌学を生涯の研究とした長澤規矩也旧蔵の「長

澤文庫」、元本学図書館館長で日本近世文学の泰斗

中村幸彦旧蔵書「中村幸彦文庫」ほか、種々のコレ

クションを有している。

　本学は、これらユニークなコレクションについて

も、目録情報を遡及入力しており、����（蔵書検

索システムＫＯＡＬＡ）で公開できるよう努めてき

た。

ウ　学術雑誌 �������������� １２１Ａ

　継続して受け入れている学術雑誌の種類数は、前

表の「定期刊行物の種類数」のとおり、平成１４年度

末現在７，２０５タイトルを数えている。過去５年間の

タイトル数は、平成１０年度には８，３２７タイトル、１１年

度は７，９８８タイトル、１２年度７，５８０タイトル、１３年度

７，６７１タイトルと推移し、１４年度分については、５００タ

イトル近くの大幅なカットをせざるをえない状況に

至った。第２章の表に掲げたとおり図書館図書費の

削減が第一の原因であるが、外国雑誌の高額化、特

に自然科学・工学技術分野における理系誌代の高騰

が図書費総額を圧迫していることも大きな原因であ

る。

エ　電子資料、外部データベース ����� １２１Ａ

　本学図書館は１５年前（平成元年１０月）、財団法人

通商産業調査会統計の「産業連関表」やＯＥＣＤの

統計���������	
���
�������������	����������������	�
�

など、磁気テープやフロッピーディスクの電子資料

を受け入れるに際して、「図書館における図書資料

としてのニューメディアの取扱・暫定要領」を制定、

施行していた。しかしながら、今日では、磁気テー

プや８インチ�５インチのフロッピーディスクを可

読できる機器はもはや存在しない。

　図書館を取り巻く環境が急激に変化し、情報メデ

ィアのデジタル化と遠隔通信技術のネットワ－ク化

によって、「ネットワーク情報源」のニーズが高ま

っている。大学図書館におけるネットワーク情報源

の最たるものは、����������、����������、�����、

�������������	�
������	�
��などから閲覧できる電子

ジャーナルと、���������	
�、������、「日

経テレコン２１」や再掲するが��������、�����．���、

���������	�
��、���������	��
��
�のような外部デー

タベースである。前者の電子ジャーナルは、本学で

は、図書館ホームページを通じて、１，６００以上のタイ

トルが閲覧可能である。

　さらに、前第２章�のオに記載しているように、

平成１６年１月からＯＵＰ、Ｂ社、Ｗ社合わせて

１，０００余タイトルの利用可能な電子ジャーナルが増

えた。今までにカットを余儀なくされてきた主要誌

が、これによって利用の便をとり戻せよう。

　電子資料と外部データベースについての本学の対

応は、トライアルを実施しモニタ結果などによる利

用者ニーズを見極めて、有効活用が図れるよう積極

的な導入策を講じている。本学の場合比較的導入を

容易にしているのは、高額の図書資料を図書館図書

費で充当できる仕組みになっているからである。ま

た、私費でのＩＲ検索に限り検索料の半額補助（１

回の利用で１，５００円を限度）を実施するとともに、

可能な限り直接検索できる定額制への契約に変更し

て利用者が費用を負担することのないサービスに努

めている。

　今後に向けて課題はある。どのような基準で対象

を選定したかが重要である。本学図書館は、他大学

の多くのホームページで確認するかぎり、外部デー

タベース（文献情報データベース）と電子ジャーナ

ルの導入について比較的積極的な姿勢で臨んでいる。

しかしながら、おおむねその大綱的な方針はあって

図書館自己点検・評価について

４９

過去５年間の図書の受入数���������������������（単位：冊）

平成１４年度平成１３年度平成１２年度平成１１年度平成１０年度

４９，６６７５２，１３０６２，０７６５５，２５１５６，５０９総合図書館

３，５２０３，４７８３，３６６４，０２２３，８５９高槻図書室

５３，１８７５５，６０８６５，４４２５９，２７３６０，３６８計

�



も、従前の図書でいう「収書方針」のような確固と

したものを定めるに至っていない。状況変化に対応

できる指針づくりの必要がある。

�　図書館の施設・機器等設備の整備 �� １２２Ａ
　本学には、組織上唯一関西大学図書館が存在し、

総合図書館（千里山キャンパス）と高槻図書室（高

槻キャンパス）を有している。前者の総床面積は

１９，１０５．９３㎡、後者は８８０．６０㎡である。

ア　施　設

　学習図書館機能と研究図書館機能を総合兼備した

総合図書館は千里山キャンパスのほぼ中央に位置し、

地上３階、地下２階の鉄骨鉄筋コンクリート造りで

ある。キャンパスは吹田市の特別風致地区になって

いるため高層の建造物は許されず、横に広い構造と

なっている。

　次の表に示すとおり、１階はエントランスホール

と展示室を除く全体をレファレンス室と称し、研究

者と学習を主とする者の共通のエリアである。２階、

３階は「学習者のエリア」となっている。一方、地

階（Ｂ１，Ｂ２）は大学院学生を含む「研究者のエ

リア」である。地階の中央部分は２層の積層書庫に

なっており、地下１階の東西両翼と北面部位は床も

コンクリートスラブで重力に対する強度を保ち、同

２階は置型の一般書架と東西に電動集密書架とマイ

クロ資料自動出納庫（マイクロサーバー）を配して

いる。書庫には図書資料出納用の自動搬送装置のス

テーションを各階４ヵ所、計８ヵ所に置き、そこか

ら地上の各カウンターにレールが通じており、利用

者が資料を受け取るまでの待ち時間を節約している。

　昭和６０年の開館時には、地下書庫の一般書架の収

容力は１，０８５，０００冊（３０冊／１シェルフ）、電動集密

書架の収容力は４２３，０００冊（２０冊／１シェルフ）で

あり、地上階の蔵書（レファレンス室参考図書、開

架閲覧室学習図書）も合わせて１７０万冊の収容スペ

ースを擁していた。さらに、特別のダクトで防塵・

防湿のエアコンを施しているマイクロサーバーには

５１，５００巻のマイクロフィルムと５３８，０００シートのマ

イクロフィッシュを収めることが可能であった。と

ころが、当初、年間約３万冊で推移していた受入増

加冊数は、その後５～６万冊の受入となった。その

結果、１０年後から狭隘化を呈しはじめ、置型書架の

増設、電動集密書架のスタック増設、棚板の挿入等

を繰り返してはいるが、もはや限界となっているこ

とはすでに述べたとおりである。また、マイクロサ

ーバーも収容可能の限界を超え、オーバーフロー分

を増設の自立一般書架で保管せざるをえない状況に

ある。前述のように、「書庫及び図書館機能の拡充

計画」の推進が喫緊の課題となっているのである。

　地階に位置する研究者のエリアは研究用図書を蔵

する書庫に接し、教員及び大学院学生用の研究者閲

覧室（計４室）と研究個室（計２０室）があり、広め

のドライエリアを採っているので各室から緑と空が

見える。また書庫内にはキャレルを配している。ゼ

ミ資料の収集や卒業研究の資料収集をする学部学生

も、書庫の利用ガイダンスを受ければ入庫して図書

資料を検索できる。

　地上２階は主として学習者のエリアであり、開架

閲覧室で約１９万７千冊の図書を備付け、毎年１万冊

前後の図書をリフレッシュしている。エントランス

ホールから各部位への動線を配慮しており、学部学

生の大半はこの開架閲覧室と３階の一般閲覧室（２

室）、グループ閲覧室（２階の２室を含み計９室）

を利用している。

　３階には他に図書館ホール（固定椅子１００席）が

図書館フォーラム第９号（２００４）

５０

図書館の床面積

総合図書館

２，９１０．５３㎡
一般閲覧室（２室）、グループ閲覧室
（７室）、貴重書庫・準貴重書庫、図
書館ホール

３
Ｆ

３，５８５．６２㎡

開架閲覧室（開架カウンター、人
文・社会系エリア、自然・工学系エ
リア、レファレンスエリア）ＡＶ／
パソコンエリア、グループ閲覧室
（２室）

２
Ｆ

５，０１８．５５㎡

エントランスホール、展示室、レフ
ァレンス室（メインカウンター、レ
ファレンスカウンター、参考図書コ
ーナー、新聞・新着雑誌・地図コー
ナー、ＥＵ資料センター、マイクロ
リーダーブース、����・インター
ネット・������検索コーナー）、特
別閲覧室、研究者カウンター、対面
朗読室、事務室、会議室

１
Ｆ

３，２８１．５５㎡書庫、閲覧室（２室）、研究個室（１０
室）

Ｂ
１

４，３０９．６８㎡書庫、マイクロ資料自動出納庫、閲
覧室（２室）、研究個室（１０室）

Ｂ
２

１９，１０５．９３㎡（合�計）

高槻図書室

８８０．６０㎡開　架　閲　覧　室
事　�　�務�　　����室

８８０．６０㎡（合�計）

�



あり、毎年度４月から６月末までは連日クラス別図

書館ガイダンスや文献探索指導などに使用し、７月

以降は引き続きガイダンスを行うほか、図書館行事

と研究発表等に利用されている。また、貴重書庫と

準貴重書庫は、ガス供給口と排出口を設けており、

年１回、殺虫・防虫、防菌、防黴のため書庫全体の

燻蒸を実施している。同書庫は、長時間の停電や長

期エアコン停止事故に備えて、庫内の天井と壁にス

プルース材、床にはコルクタイルを用いて木製で固

めており、万一の諸設備稼働不能に遭っても木材に

よる湿度の呼吸で、貴重資料の十全な保存に期して

いる。

　平成１２年７月に新大学院学舎「尚文館」が竣工し

たのを機に、図書館と同学舎間のアクセスを短縮す

るために回廊で接続し研究者専用の新たな玄関を設

けた。その最寄りのフロアには研究者カウンターを

設置し、教員に対する情報サービスの拠点にしてい

る。

　高槻図書室は、高槻キャンパスの図書・教室棟内

にある開架閲覧室で、小規模ながら主として総合情

報学部と総合情報学研究科の学生、教員が利用して

いる。自宅からオンラインサービス（ＯＰＡＣとＥ

メール）により、高槻図書室所蔵図書の予約や、総

合図書館所蔵図書の高槻図書室への取り寄せができ

る。

　総合図書館、高槻図書室とも、利用者のエリアは

すべてタイルカーペットを敷き、全館エアコン（総

合図書館はガス焚吸収式冷温水熱源）の快適な利用

空間を提供している。書架は室内の中央に、閲覧机

は窓側に配置し読書環境に留意している。

イ　設　備

　総合図書館はノンステップ・フラットフロアを基

調としており、開館当初から、点字ブロックを敷設

し、エレベーター（図書館専用３基）、車椅子用閲覧

机、身障者用トイレ（事務エリアを除く５ヵ所）、

拡大読書器を配し、対面朗読室を有している。この

対面朗読室では創刊号から受け入れしている『点字

毎日』を閲覧することができるほか、点字用パソコ

ン（点字翻訳、点字出力、プリンター）を備え付け

て日々利用に供している。今後とも、ノーマライゼ

ーションに関して意を用いていかなければならない。

　約７９，３００巻のマイクロフィルムと約１８，４００ケース

のマイクロフィッシュの利用機器については、マイ

クロリーダー機８台、マイクロプリンター機７台で

対応している。

　総合図書館には開館当初から入館ゲートシステム

とＢＤＳ（ブック・ディテクション・システム）を

設置してきた。現在では、エントランスホールと研

究者専用通路の２ヵ所で運用し、前者の正面玄関で

はインフォメーションカウンターを設け、入館者や

外来の利用者に対する案内サービスとともにこの管

理を行い、後者では研究者カウンターが管理してい

る。

　入館ゲートシステムは学生証及び教職員証の磁気

カードを使用するが、校友（卒業生）の利用券につ

いては平成１１年度末から磁気カード化を開始した。

１２年度４月からはすべての利用券（関西四大学利用

協定に基づく他大学の教職員及び大学院学生の利用

券や、特別利用券、優待利用券等）をも磁気カード

化することにより利用者の便宜を図ったのである。

　高槻図書室にはＢＤＳは設置しているものの、磁

気カードによる入館装置は備え付けていない。入館

者の数は光電管方式により計数している。

　情報検索用及び業務用パソコンの台数については、

総合図書館に１７２台、高槻図書室に２４台設置してい

る。また、複写機については、私費用と校費用及び

事務用があり、総合図書館にはブックコピー機２台

を含めて計２１台、高槻図書室には２台設置している。

ウ　利用サービスの環境 ��������� １２３Ａ

�　閲覧室の座席数

　閲覧座席数につ�いては、図書館資料や学術情

報利用機器等との調和を配慮しながら確保に努め

てきた。とりわけ、財団法人大学基準協会からの

図書館自己点検・評価について
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学生（学部・大学院）閲覧座席数

計高槻図書室総合図書館

２，４５３２３８２，２１５学生閲覧室
座席数（Ａ）

２３，８８４２，０８４２１，８００学生収容定員
（Ｂ）

１０．２７１１．４２１０．１６
収容定員に対す
る座席数の割合
（�）Ａ�Ｂ�１００

―――その他の学習室
の座席数

総合図書館には、別途、図書館ホー
ルに１００席、３Ｆグループ閲覧室に補
助席が３５席、Ｂ１閲覧室に補助席が
１８席ある。

備　考

【注】「学生収容定員」は平成１４年度の定員を示す。その内
訳は学部学生が２２，５３８名で、大学院学生が１，３４６名である。



相互評価認定（平成１０年３月１７日付）に際して、

「施設・設備等については、特に大学図書館や情

報教育関係設備が充実されている点は評価できる。

また、図書館の日曜開館も評価できる」との長所

の指摘があったものの、「総合図書館の学生用閲

覧室の座席数が収容定員に比して少ないので、改

善に努力されたい」との勧告を受けていた。この

ため、経年的に補ってきた。

　しかし、これ以上閲覧席を増やすと、館内の居

住空間の環境を損なうことになるので、今後は懸

案の「書庫及び図書館機能の拡充（マガジンセン

ター構想）」の実現に待たなければならない。

�　利用時間の拡大

　総合図書館の「日曜開館」は、天六キャンパス

にあった第２部（夜間）専用学舎内の天六分館時

代から行っているものであり、第２部が平成６年

に千里山キャンパスに移転し、同分館が総合図書

館に吸収されてからも、これを継承している。そ

れ以降、第２部学生や校友（卒業生）による総合

図書館の利用も増え、また、祝日をも利用できる

開館日の増加と、開館時間の延長を要望する声が

大きくなってきた。特に、２１時３０分（当時）の閉

館では第２部は最終講義終了（２１時１０分）後の図

書館利用が事実上不可能であり、しかも書庫図書

の出納と１階の利用は２０時までであったことから、

第２部学生の要望を受け入れ、開館時間を延長し

２２時閉館とした。

　平成１２年度からは、レファレンスサービスを除

く閲覧サービス部門のカウンター業務にアウトソ

ーシングを導入し、日曜・祝日・夜間の業務を委

託して、開館日数の増加と開館時間の延長を行い、

サービスの向上を図った。平成１３年度からは昼間

業務にもアウトソーシングを拡大して、これに伴

い開館３０分後から開始していた図書の貸出、複写、

レファレンス等のサービスを開館と同時に行うこ

とができた。このほか、レファレンスサービスの

補助業務についてもアウトソーシングを拡大した

ことにより、インターネット利用やレファレンス

カウンターで受付を行うマイクロリーダーの利用

等を閉館時間まで可能にするなど、利用時間の拡

大を図っている。その結果、入館者数については、

年々増加の推移をたどっている。ただし、平成１４

年度については対前年度４５，０８６名（３．７％）減少

した。入館システムのトラブルにより計数が不可

能になったのも一因であったことが考えられると

しても、真の原因は何なのかを分析しなければな

らない。

　総合図書館において、平成１１度までの利用時間

及びサービス対応が、１２年度以降どのように拡大

したか、次の表で概括しておくことにする。

�　アウトソーシング導入によるサービス環境の整

備

　本学図書館は平成１２年度に、それまでの４課を

機能的な３部門（課）に統合し、合理的な人員配

置を旨とし利用サービスの拡大に対処した。この

ため、２ヵ年計画での完成を目標に、前述のとお

り閲覧業務に大幅なアウトソーシングの導入を図

ってきた。閲覧サービスの企画、管理運営のマネ

ジメント業務及びレファレンス業務等コア業務を

除く大方の業務を対象にしている。図書館の閲覧

サービスにおいては、開館日数の増加と開館時間

の延長がさらに求められ、一方で、繁忙期であれ、

図書館フォーラム第９号（２００４）

５２

総合図書館のサービス環境拡大状況

平成１２年度以降平成１１年度以前

・開館時間
　（授業期間）
　　１階９�００～２２:００
　　２階９�００～２２:００
　（休業期間）
　　１階１０�００～２０:００
　　２階１０�００～２０:００

・開館時間
　（授業期間）
　　１階９�００～２０�００
　　２階９�００～２１�３０
　（休業期間）
　　１階１０�００～１８�００
　　２階１０�００～２０�００
　　　＜土曜日～１８�００＞

・日曜・祝日の開館
　授業期間の日曜日と祝日

・日曜・祝日の開館
　授業期間の日曜日のみ

・書庫図書の出納時間
　（授業期間）
　　９:００～２２:００
　（休業期間）
　　１０:００～２０:００

・書庫図書の出納時間
　（授業期間）
　　９�３０～１９�４５
　（休業期間）
　　１０�３０～１７�４５

・レファレンスカウンター
　授業期間は２０�００、休業
期間は１７�００でレファレ
ンスサービスは終了する
が、引続き同カウンター
で閉館時間まで、①外部
データベースのインター
ネット利用や②マイクロ
資料の閲覧複写サービス、
③情報検索機器利用サー
ビスを行っている。

・レファレンスカウンタ
ー
　授業期間は２０�００、休
業期間は１７�００でレフ
ァレンスカウンターの
全業務を終了する。

・研究者カウンターを開設
　（授業期間）
　　９:００～２０:００
　（休業期間）
　　１０:００～１７:００
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平常時であれ、一定の能力と知識を有し質的レベ

ルを維持した継続的なサービスを利用者に提供す

ることが求められているからである。

　アウトソーシングの活用はいうまでもなく、単

なる外注を意味するのではない。人的資源の有効

活用であり外部機能の活用によって活力をも注入

するのであって、図書館本来の業務と共存するも

のである。決してパブリックサービスといわれる

部門の業務を「丸投げ」しているものではない。

　一方、図書館サービスに直結したパブリックサ

ービスを支える部門に、収集整理業務がある。こ

の業務のうち、図書の整理業務と目録情報作成の

業務を外注化したのは、昭和５９年（総合図書館開

設前年）からであったが、業務の効率化のみを求

めた単なる外注から脱却して、平成１４年度からは

テクニカルサービスといわれるこの部門の収集業

務にも力点をおいて、徹底したアウトソーシング

活用を開始している。図書資料の収集と整理業務

については、以前にも増して柔軟性とスピード化

が求められており、さらに基幹業務として質的強

化も求められているのである。

　図書館の新オープンシステムと連動させ、書店、

出版社、及び国立情報学研究所等の「外部システ

ム」や発展した書誌ユーティリティーの「外部資

源」をアウトソーシングとして有効活用すること

が、図書館の使命を達成する鍵を握っているとい

えよう。

４　サービス支援の充実 
　　　－学術情報へのアクセス－ � １２４Ｂ

�　図書館の学術情報提供システムの整備
　本学図書館における学術情報の提供並びに発信は、

図書館のホームページを通じて行っている。同ホー

ムページでのカテゴリーから、例えば、「ネットワ

ーク情報源」の「��������」を見てみると、新しい

情報源の発掘と案内に努めており、充実したエクス

テンションサービスの状況がうかがわれる。インタ

ーネット上に存在する学術情報を収集し、それを解

説して利用方法の案内をするなど情報の組織化を図

るとともに、それを「ネットワーク情報源」として

ホームページ上で提供しているものである。

図書館ビジョンの第３項目と第１項目が本旨とする

ように、“インターネットなどを通じて積極的な広

報活動を推進し、関西大学図書館の存在と特徴をア

ピールする。また、図書館ホームページでは、広報

的な情報以外に、可能な限りの情報サービスを展開

し、「図書館電子カウンター」の役割を持たせる”

とともに、“学術情報を提供するためのメディアの

多様化に対応しうる図書館”をめざしている。前章

と重複しているものもあるが、具体的には、

ａ）平成５年度開始の「目録情報の遡及入力７ヵ

年計画」に続いて平成１２年度から「第２次３ヵ

年（最終）計画」を実施し通算１０ヵ年の事業

計画によるデータ作成を終えて、����の充実

を図っていること

ｂ）������による情報については、公開性の

高いサーバにリプレイスして、学内のネットワ

ーク上にて提供していること

ｃ）平成１４年度には図書館オープンシステムを稼

動させたこと

ｄ）外部データベースと電子ジャーナルの有効利

用を推進していること�

　など、利用者本位の指向にシフトすることによっ

て、図書館の効果的な利用拡大に貢献している。図

書館ホームページをサービス主導型に全面改訂した

ことが功を奏して、平成１４年度には、平成１０年度の

アクセス数の１２倍をみる結果となった。

　なお、漢籍を中心とした本学所蔵「内藤文庫」の

目録を������版で刊行し、漢字の正字体繁体字、

異体字、別字、略字、俗字などコンピュータで扱う

のが困難な状況において、漢籍目録のデジタル化に

新機軸を拓いた。これは「��������	」と名づけら

れ、全国の大学図書館と関係研究機関に配布し評価

を得て、平成１２�年８月に私立大学図書館協会から

「協会賞」を受賞している。

　以上のように、図書館を中心とした学術情報の処

理、提供システム及びエクステンションサービスは、

適切に整備が進められている。しかし、問題点もあ

る。

　第１の問題は、図書館職員のデータベースとネッ

トワーク利用に関する知識と技術の維持向上につい

てである。情報通信技術の進展は留まることがなく、

今後とも先進の知識と技能を修得させていく態勢が

必要不可欠であり、その人員の確保と育成計画が各

大学図書館において課題となっている。本学では、

本章の�で記しているように積極的にセミナーや講

習会を開催するほか、図書館職員を派遣して研鑚を

積ませている。

　第２は、図書館は主として外部情報を「受信」し

図書館自己点検・評価について
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て学内利用者に配信しているが、「内藤文庫」目録

の������版のように、本学図書館自らが情報の

コンテンツを「発信」しなければならない課題であ

る。他大学に無い特別コレクションの目録は大方に

おいて����で公開できている。貴重な資料のマイ

クロフィルム撮影を行っており、所蔵資料の影印本

も刊行している。しかし、撮影コンテンツを電子図

書館機能の一環として���で公開することについて

は、「電子展示室」の試みによって端緒にはついた

が、具体的な方針も策定できたばかりであって、こ

れからの活動にかかっている。

　本学図書館は、他大学の多くのホームページで確

認するかぎり、外部文献・情報データベースと電子

ジャーナルの導入について比較的積極的な姿勢で臨

んでいる。デジタルメディアを導入したころは、

������サーバ等による情報提供でいわば「パッ

ケージ型」であったが、今後ますます「通信型」の

情報サービスが重要になってこよう。そして、どの

ような基準で対象を選定したかがポイントになろう。

第３の課題としてあげるべきは、従前の図書でいう

「収書方針」のような確固としたものを定めるに至

っていないことである。現時点では、いわば暫定的

に導入が図られているのが実情であり、おおむねそ

の大綱的な了解はあっても、この基本方針を明確に

することが当面の課題なのである。状況変化に対応

できるような指針づくりを急いでいる。

　以上課題３点は、本学図書館の力量が最も問われ

ていくものであるといえる。

�　セミナー、講習会の実施
　情報通信技術の進展とメディアの多様化に対して、

本学の関係者はもちろんのこと、学術情報文献にお

いて相互協力の関係にある他大学の図書館や企業の

研究所など所蔵機関に対しても、本学図書館の取り

組みについて理解を得なければならない。そのため

に、学内外の図書館や所蔵機関関係者を対象にした

セミナーを開催するとともに、高度な情報検索利用

者を対象にした講習会及び図書館職員を対象にした

目録システム講習会などを開催している。

　それぞれの目的は、インターネットを中軸にした

学術情報環境の新潮流について考察すること、メデ

ィアの多様化に対応し専門的な学術情報への効果的

なアクセスに資する実践サーチのスキルを高めるこ

と、変革する図書館業務に不可欠な高度な知識と目

録情報の作成技術を習得すること、などにある。

　５ヵ年間に実施したものには、次のものがあげら

れる。

○平成１０年１１月１９日

　第３回関西大学図書館セミナー

�米国政府刊行物－その歴史的背景と最新情報の

活用（���社ディレクター：�．�．������）

�欧米における図書館情報学教育の動向

　（関西大学教授：倉橋英逸）

�電子図書館時代における大学教育と図書館の教

育支援（慶應義塾大学教授：高山正也）

○平成１１年１１月１８日

　第４回関西大学図書館セミナー

「書誌の学苑にあそぶー戦後日本書誌精粋」

（関西大学名誉教授：谷沢永一、同教授：山野

博史）

○平成１３年９月１８日～２０日

　国立情報学研究所主催目録システム地域講習会

　　―図書コース

【参加者】学内７名、学外２１名

�目録システム概論、�目録情報の基準、�検

索総論・検索技法・検索実習、�登録総論・登

録実習・自由演習

（関西大学図書館職員：河原田伊左男、ほか他

大学から派遣講師５名）

○平成１３年９月２７日

　Web of Science導入記念セミナー

【参加者】大学２６名、企業４０名

�学術情報サービスの提供をめぐる現状と将来展

望（���社ディレクター：���������	
）

�情報検索の広がりと学際研究の可能性

（関西大学教授：倉橋英逸）

○平成１３年１１月２９日～３０日

　lexis．com Legal Research講習会

【参加者】学内２１名、学外１６名

�アメリカ法入門、�������．���入門、�効果

的なサーチメソッド、�Ｑ���Ａと課題実習

（関西大学教授：加藤敏幸、同：亀田健二、横

浜国立大学助教授：川端康之）

○平成１４年９月１８日～２０日

　国立情報学研究所主催目録システム地域講習会

　　―図書コース

【参加者】学内３名、学外２２名

�目録システム概論、�目録情報の基準、�検

索総論・検索技法・検索実習、�登録総論・登

録実習・自由演習（関西大学図書館職員：河原
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田伊左男、ほか他大学から派遣講師５名。実習

補助者・関西大学図書館職員：田中恵美、同：

徳岡久実）

○平成１４年１１月１５日

　第５回関西大学図書館セミナー

【参加者】大学３８名、企業７名

「米国の学術図書館における米英政府刊行物の

利用実態」

�講演、�インターネットデータベースデモン

ストレーション

（元����������	�
�����

�	�．図書館：�．�．�����）

　今後とも、図書館の利用実態を踏まえた間断のな

いスキル向上の施策を講じていくことにしている。

その基本には、「アクセス（システム）を容易にし

た支援」と「人間（検索スキル）による専門的支

援」の双方を調和させるところに主眼をおくことが

重要であると考えている。

�　図書館ガイダンスと情報リテラシー教育の
徹底　－ 情報活用能力の育成支援 －

　本学も図書館を中心に、インターネットを中軸と

したグローバルな情報基盤の整備を図っているとこ

ろであり、学術情報システムの再構築の過程にある

といえる。この情報基盤の整備、就中、学術情報シ

ステムの再構築において重要なことの第１は、「ア

クセスしやすい環境」を学内の利用者に提供するこ

とであり、第２は、図書館が中心となって行うエク

ステンションサービスと「情報リテラシー教育」の

必要性である。

　ここでは、後者の重要事項である図書館が中心に

なって行うエクステンションサービスと「情報リテ

ラシー教育」について考察する。

ア　図書館ガイダンスの現状　

　エクステンションサービスを概括すると、本学図

書館では、以下のような利用案内を実施している。

①新入生に対するオリエンテーション：各学部の

教室で実施。所要時間約３０分。

②図書館ツアー：毎年４月と６月に実施。図書館

の施設案内と利用方法について、実際に館内を

巡りながら説明する。所要時間約６０分。

③蔵書検索システム（ＫＯＡＬＡ）の使い方：毎

年５月～６月と１０月～翌年１月の期間中、フロ

アアシスタントを配置し、利用者からの質問に

答える。

　また、次のような利用指導も行っている。

①レポート・卒論作成のための文献の探し方：毎

年６月と１０月に実施。日本語文献と海外文献に

内容を分けて説明する。

②クラス別ガイダンス：ゼミ等のクラス単位で申

し込みを受け付け、下位年次向けと上位年次向

けにプログラムを分けている。授業期間中随時

受け付ける。

③実習型ガイダンス：ゼミ等のクラス単位で１人

１台のパソコンを利用した実習形式のガイダン

ス。毎年春と秋に実施し、①授業内容に即した

データベースの活用、②授業内容に関連した課

題演習を目的としている。

　これらを受講した学生の評価等については次章で

明らかにするが、特に「ＫＯＡＫＡガイダンス」に

敷衍すると、後期は集中的に１日３コマ以上実施し、

年間を通じて希望者に随時行っているほか、同期間

中には総合図書館の２階学習エリアにフロアアシス

タントを配置して、文献情報検索方法の習得等を支

援している。

イ　情報リテラシー教育（情報活用能力の育成支

援）

　インターネットの爆発的普及などにより、図書館

利用教育の目的は「利用方法（コンピュータリテラ

シー）の習得」から「情報活用能力（情報リテラシ

ー）の養成」へと変化しており、図書館では「情報

リテラシー」を養成するために、各種データベース

を効率的に利用できるよう、検索方法に重点を置い

たガイダンスを展開してきた。その１つは「レポー

ト・卒論作成のための文献の探し方ガイダンス」

（所要時間は約４０分）であり、もう１つは「クラス

別ガイダンス」（所要時間６０分～９０分）で、後者は

下位年次生向けガイダンスと上位年次生向けガイダ

ンスに分けている。

　平成１４年度からはさらに、学生が主体的に情報を

「収集→分析→判断→創作→発信」できる能力を養

成するため、「学部教育リフレッシュ予算」を利用

して、１人１台のパソコンを使って「体験実習型ガ

イダンス」を行い、同時に「フロアアシスタント

（大学院学生）」を館内に配置して補習とスキルアッ

プの支援を行っている。

　この「体験実習型ガイダンス」は、新入生オリエ

ンテーションから始まり、図書館ツアー、ＫＯＡＬ

Ａガイダンス、レポート・卒論作成のための文献の

探し方ガイダンスの過程で基本的な知識を習得した
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者が、さらに自立して課題探求能力を高められるよ

うに設定したものである。平成１４年度は実験的な企

画であり、１１月～１２月に実施（フロアアシスタント

の配置は１２月から翌年１月まで実施）したため、２９

クラスしか実施できていないものの、５４０名が文献情

報の検索実習を体験している。図書館長を筆頭に、

「リフレッシュ企画推進チーム」を組織して取り組

んだものであり、その結果をもとに、経常的事業と

して取組むことになった。平成１５年度は前期と後期

に分け、授業に即した課題演習型のモデルを志向し

て実施している。今後とも図書館の推進が期待でき

る。

　最後に課題として提案しておくことがある。京都

大学では『大学生と情報の活用：情報探索入門』

（平成１１年３月刊）、慶應義塾大学では『情報リテラ

シー入門』（平成１４年５月刊）というガイダンス用

のテキストが編まれているが、本学図書館にはこれ

らより以前の昭和６２年９月に初版刊行という『ガイ

ドブック�文献のさがし方から入手まで』を有し、

年々改訂増補を繰り返している。また、パンフレッ

ト『������シリーズ』（全２８種）もあり、加えて、

本学図書館は世界有数の権威ある文献・情報データ

ベースや電子ジャーナルを導入しており、その一連

の情報リテラシー能力養成に関しても意を用いてき

た。

　京都大学では全学共通科目として「情報探索入

門」を設置している。関西大学自己点検・評価委員

会の「報告書」（平成１１―１２年度）の中で提言され

ているように、本学も拡張した「体験実習型ガイダ

ンス」を大学の授業科目に組み込む形考えてみる必

要があろう。そうなれば、図書館（職員）は、その

演習を担当すればよいであろう。学術情報の中枢機

能を担って、情報リテラシーを学ぶのに一番具体的

な情報を扱い、その環境を整えているのが図書館で

あるからである。

　図書館が情報リテラシー教育を中核に据えて、従

前から行ってきているガイダンスや情報リテラシー

支援サービスは、さらに徹底した実践が求められて

いる。

５　図書館サービスの評価

　図書館のマネジメントにおいて重要な点は、図書

館サービスに対する利用者の満足度の把握と、利用

者の声を聞くことにあろう。そしてそのサービス評

価の分析結果を、今後どのように図書館運営に反映

していくかにかかっているといえる。

�　大学評価アンケート結果
ア　 学部学生は、図書館の蔵書や施設・設備をど

う思っているか

　本学では、前期（春学期）末と年度末の年２回、

「学生による授業評価」を実施する一方で、これま

で全学規模での「大学評価アンケート」を２回実施

した。後者は包括的ではあるが、大学の理念・目標、

教育研究や施設・設備等について学生の意向や意見

を得るものであり、その１回目は平成９年に実施し、

２回目は平成１１年に行った。いずれも結果は「関西

大学『学の実化』自己点検・評価報告書」に収載し

ている。

　それによると、図書館関係についての設問は、

「あなたは図書館の蔵書や施設・設備をどう思いま
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「あなたは図書館の蔵書や施設・設備をどう思いますか。」の回答結果（学部学生）のプラス・マイナス比較

工総合情報社　会商経　済文法全　体学部

８８．０４
３．５３

２８．５２
５１．７１

８７．３１
４．９６

８８．０６
２．８７

８７．０７
２．２４

８６．６０
４．４６

８７．０２
５．０７

８２．４０
７．９３

充実（選択肢１＋２）
充実していない（４＋５）

全
学
部

＋８４．５１－２３．１９＋８２．３５＋８５．１９＋８４．８３＋８２．１４＋８１．９５＋７４．４７差

８８．０４
３．５３

２８．６３
５１．５２

８８．１５
４．９８

８８．５３
２．３５

８７．２５
３．０２

８８．２７
３．９１

８７．９８
５．０３

８２．１０
８．６０

充実（選択肢１＋２）
充実していない（４＋５）

１
部

＋８４．５１－２２．８９＋８２．１７＋８６．１８＋８４．２３＋８４．３６＋８２．９５＋７３．５０差

８２．９３
４．８８

８６．０７
５．０７

８６．５３
０．００

８０．８０
６．４０

８４．４５
５．１９

８３．８４
４．５６

充実（選択肢１＋２）
充実していない（４＋５）

２
部

＋７８．０５＋８１．００＋８６．５３＋７４．４０＋７９．２６＋７９．２８差



すか。」というものであり、平成９年は「利用に便

利」かどうかを、平成１１年は「充実している」かど

うかの選択肢を設定して、満足感または充実感を聞

いたものである。その結果を、各年の報告書から引

用すると次のとおりであった。

【平成９年の結果】

　「『たいへん利用に便利である』が３１．７１％、『やや

便利である』が３６．０１％、合わせて６７．７２％と高い評

価を示している。これに対して、『やや利用に不便

である』は４．６２％、『たいへん利用に不便である』

は２．８４％、合わせて７．４６％しかなかった。ただし、

学部別に見た場合、総合情報学部においては

６０．００％が不満を示している点に注目すべきであろ

う」という評価であった。

【平成１１年の結果】

　前表のように結果が数値で示されている。平成１１

年の結果においても、「８０％以上の回答が『充実』

として、高い評価を与えている。総合情報学部だけ

は『充実していない』という回答の方が多かった」

とのコメントが付されている。総合情報学部の学生

にとっては、高槻図書室が大方の利用場所となるた

め、蔵書量や利用環境の相違からくるものであった。

　『充実していない』という総合情報学部学生の声

に対し、従前から配慮してきた電話やファクシミリ

及び学内便による物流システムに加えて、図書館の

新しいサービスとして平成１４年度から本格的にオン

ラインサービスを開始した。これによって、自宅や

高槻の学舎からオンラインで総合図書館の図書資料

を取り寄せることができるうえに、予約、貸出更新

などもできるようになり、利便性が発揮されつつあ

る。

イ　大学院学生は、研究に必要な図書・資料の入手

に困難を感じているか

　大学評価アンケートは平成１１年には大学院学生に

ついても行われた。上の問は全３１問のうちの１つで

あり、直接図書館に対する事項ではないにしても、

現実は研究に必要な図書・資料の入手に関する図書

館サービスの満足度を聞いているものであるといえ

る。

　回答として用意した選択肢は、「１．たいへん感じ

ている。２．やや感じている。３．どちらともいえな

い。４．あまり感じていない。５．まったく感じてい

ない。」というものであった。

　結果は、下の表で示されている。全研究科を通じ

て「やや感じている」が約３９％、「たいへん感じて

いる」が約１２．５％もあった。　

　大学院学舎と図書館を直結させた研究者専用通路

の開設、他大学からの文献取り寄せ等オンラインサ

ービスの開始、平成１３年に導入の���������	�
���や

平成１４年の���������	��
��
�など、積極的なネット

ワーク情報源の導入などを図る以前のことである。

この評価については、次回大学が行うアンケート調

査の実施を待って、その結果とよく比較検討してみ

る必要があろう。

ウ　第２部学部学生の図書館利用

　平成１４年６月に、文学部において「文学部学生の

学習と生活」についてアンケート調査が行われてい

る。３年次生を対象にしたものであり、図書館に関

しては第２部学生に対して「履修する科目が６限・

７限に集中する結果、図書館が利用しにくいかも知

れません。あなたの『図書館の利用状況』を答えて

下さい」というものであった。

　結果は、「よく利用している」が２７％、「ときどき

利用している」が５１％と、７８％が利用していた。文

学部は調査報告書に、「問題となるのは、『利用時間

が限られているので、利用できない』と答えた学生

であるが、これは１２％であった。図書館は、この数

年、開館時間の拡大を行ってきており、利用できな

い学生は減ってきているのではないかと考えられ

る」と評価を付している。

　従前から行ってきた予習復習のための日曜日の開

館に加えて祝日も開館し、開館時間を２２時まで延長
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「研究に必要な図書･資料の入手に困難を感じていますか。」の

回答結果（大学院学生）のプラス・マイナス比較

工　学総合情報学社会学商　学経済学文　学法　学全　体研究科

５２．０４
３１．９７

６１．３４
１７．３３

４６．００
３８．００

４６．８８
４６．８８

５０．００
３４．３８

５１．８０
３５．２５

４０．３８
４４．２４

５１．４４
３３．２３

感じる（選択肢１＋２）
感じない（４＋５）

＋２０．０７＋４４．０１＋８．０００．００＋１５．６２＋１６．５５－３．８６＋１８．２１差



して、開館中はどのコーナーの図書資料も利用でき

るようサービスを拡大した結果である。その折、第

２部の学生自身が自治委員会名で全紙大の掲示を出

した。「総合図書館開館時間延長　二部生にとって

長く待ち望んでいたことが、遂に実現！！　二部生

の皆さん　より一層図書館を利用しよう！」という

内容であった。

�　図書館ホームページを通じた学生の声
　図書館ホームページのメールアドレスを通じて、

学生から図書館に対して寄せられた声がある。なか

には苦情や単なる質問もあるが、大半は「こうして

欲しい」という意見や希望であった。

　例として以下のものをあげることができる。新聞

を独り占めする者への新聞コーナーの改善提案。電

卓・パソコン使用コーナーでの目的外使用者に対す

る方策。インターネット用パソコンの設置要望。館

内での携帯電話使用禁止を徹底するアピ－ルを望む

声。私語・携帯電話使用の劣悪マナーには、図書館

員の巡回回数が不足で、提案として監視員を置くべ

きとの意見。「席取り」などのルール破りやマナー

の悪い者には制裁を加える必要があるとの提案。図

書館内の研究個室の設備は行き届いており重宝して

いるが、贅沢をいうと���接続できるコネクター

があればという要望。春季・夏季の長期休暇中の開

館日に、利用環境が整った３階の一般閲覧室を少し

の時間でも開放してほしいという希望、等々であっ

た。

　これらの声に対し図書館では、マナーの問題につ

いては特に試験期において未だ苦慮しているが、そ

れ以外については改善の手立てを講じている。付言

すると、学生に限らず外部からのメールに対しても、

着信のたびに館内のウェブサイト運営委員会によっ

て返信案を作成し、図書館ウェブマスター名で一両

日中には何らかの返信を行うように努めている。

�　ガイダンスや講習会等での学生の評価
　第４章の�で述べたように、本学図書館が実施し

ている利用案内・利用指導のうち、過去にアンケー

トを実施しており、本節ではそれらの結果について

報告する。

ア　クラス別ガイダンスの評価

　平成１５年５月に、本学文学部英語英文学科１年次

生の開講科目「英米文学基礎演習」のクラスが当ガ

イダンスを受講した際、その後教室での授業におい

て担任教員が学生に感想を記述させた。その主な内

容は次のとおりであった。

�

　多くの学生が、蔵書数の多さに驚き、書庫の規模

に圧倒され、貴重書を瞥見したことで、大学生とし

ての自覚と学習意欲を高めると同時に、関大生とし

ての誇りを強く持ったようである、と担任教員は述

べている。

イ　体験実習型ガイダンスの評価

　実習型ガイダンスを正式に導入したのは、平成１５

年度からであるが、その前身については第４章の

「情報リテラシー教育」のところで経緯を記してい

るように、「体験実習型ガイダンス」を実施したこ

とに始まる。これは、本学の「特別研究・教育促進

費等に関する内規」に係る「学部教育リフレッシュ

予算」を利用した企画による。当予算は、新たな教

育方法を実験的に実施するために、特に必要がある

と認められる教育課題に対して、審査を経て支給さ

れた。

　これにより、図書館では、初めて１人１台のパソ

コンを使用した実習形式の文献探索ガイダンスを実

施することができた。全教員宛に案内状を送付し、

最終的に２９クラス・計５４０名の参加を得た。ガイダ

ンス内容については、授業と連携を持たせるため、

担当教員との連絡を密にとり、実習課題やレジュメ

等について打ち合わせを行ったうえ、下位年次・上

位年次向けにメニューを用意して、課題演習の時間

も設けた。毎ガイダンス終了後にアンケートを実施

したところ、次のような結果が得られた。

　ガイダンスを受けて、図書館はとても使える場所だ
とわかったので、これからもどんどん利用していこう
と思った。

　今までＫＯＡＬＡを使ったことがなかったけど、使
い方がわかって、便利なものだなあと思った。これか
ら図書館をたくさん利用しようと思った。

　地下書庫には、本当にたくさんの古い本などがあり、
興味深かった。

　本の量の多さにまず驚かされた。地下の書庫は量だ
けでなく珍しい本を見せてもらい圧倒された。家の近
くの図書館とは比べものにならず、面白い本がたくさ
ん発見できそうだ。

　案内を担当してくださった方がとても親切な方だっ
たので、とてもわかりやすくためになりました。

　グループ（閲覧）室をどんどん利用していきたい。
今までは図書館を利用していなかったので積極的に利
用するつもりだ。
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　以上のように、上位・下位年次生ともにガイダン

スについて効果的であったとの声が殆どを占め、９８�

もの継続希望も得ることができた。この評価を踏ま

えて、平成１５年度から同形式のガイダンスを、次表

『「２００３年度実習型ガイダンス」の総合図書館におけ

る実施結果』のように通常の年間行事としてスケジ

ュールを組み実施することになったのである。

　これらの評価をもとに、大学図書館における情報

リテラシー教育のあり方を確立していくことが期待

されている。

６　委員からの意見・提言

　平成１５年の１１月中旬に予定どおり本報告書の粗い

原稿ができた。これを委員会内において精査を行っ

ている過程で、種々の意見等があった。

　次期の点検・評価活動への提言もあったので、主

なものをできるだけ再現して掲載しておくことにす

る。

�　先を見越した施策の推進を
ア　平成１０年１２月に「関西大学図書館がめざす方

向－図書館ビジョン７項目」が策定された。本

報告書でも述べたように、このビジョンに基づ

いてさまざまな施策が推進され、着々と成果を

あげつつある。

　しかしながら、問題が生じてから対策を講じ

ている場合も見受けられ、時代を先取りしてい

るはずの素晴らしいビジョンがかすんでしまう

ように感じられるのは、非常に残念なことであ

る。

図書館自己点検・評価について

５９

「２００３年度実習型ガイダンス」の

総合図書館における実施結果

ゼミ等クラス単位で１人１台のパソコン
を利用した実習型ガイダンスを実施する。
本ガイダンスは、①授業内容に即したデ
ータベースの活用、②授業内容に関連し
た課題演習を目的とする。

実　施
目　的

後　期
１１月５日～１２月５日
２５クラス、計５９２名

前　期
６月２日～６月３０日
２１クラス、計６１０名

実　施
期日と
参加数

各所属学部の情報処理教室（担当の館員
が出向く）場　所

下位年次向けモデル
①蔵書検索システムＫＯＡＬＡの説明と
検索の実習（３０分）

② 雑 誌 記 事 情 報 デ ー タ ベ ー ス
���������	
�説明（３０分）
③課題演習（３０分）実　施

内　容 上位年次向けモデル
①各種データベースの利用及び検索方法
の説明（３０分）

②検索して得た文献情報を基に入手方法
の説明（１０分）
③授業内容に関連した課題による演習
（５０分）

実施希望日の２週間前までに、１階研究
者カウンターにて申し込む。備　考

「２００２年度体験実習型ガイダンス」の

受講生アンケート集計

上位年
次（４０７
名）

下位年
次（１３３
名）

選択肢質問内容

４２�
５３�
４�
１�

２６�
６１�
１３�
０�

毎日利用する
時々利用する
利用しない
無回答

パソコンの
利用度

問
１

８５�
１４�
１�

６８�
３２�
０�

できる
できない
無回答

自宅でイン
ターネット
ができるか

問
２

７１�
６�

２２�
１�

６９�
１９�

１２�
０�

ある
ない
他のデータベース
もある
無回答

ＫＯＡＬＡ
を利用した
ことがある
か

問
３

４５�
５０�
２�
３�

３１�
６５�
３�
１�

よく理解できた
理解できた
理解できなかった
無回答

ガイダンス
の理解度

問
４

９５�
１�
３�
１�

９２�
２�
０�
６�

役立った
役立たなかった
どちらともいえない
無回答

実習型ガイ
ダンスは役
立ったか

問
５

８８�

４�
７�
１�

８６�

８�
６�
０�

ちょうどよい
もっと高度なほう
がよい
もっと簡単な方がよい
無回答

ガイダンス
の内容

問
６

９８�
１�
１�

９８�
２�
０�

ＹＥＳ
ＮＯ
無回答

実習型ガイ
ダンスは継
続すべきか

問
７

９６�
３�
１�

９６�
２�
２�

ＹＥＳ
ＮＯ
無回答

卒 論、論 文
に活用でき
そうか

問
８

�



イ　点検活動の結果、客観的事実の記述に心掛け

てきたが、粗原稿の段階では全体的にみて自画

自賛の部分が多々あった。長所のアピールも大

事だが、それがかえって現状の問題点をわざと

希釈しているのではないかと受け取られること

を危惧した。委員会としては、問題点や課題に

対する評価や方向性の示唆に関して、報告書の

成案をまとめるまでの間に、もっと踏み込んで

おきたい。

ウ　図書館図書費についてであるが、報告書原案

のままでは、予算の削減や外国の図書・雑誌の

高騰のみが問題であるかのような印象を受けら

れるのではないか。

　平成１６年度から、図書費は学部別の９項目か

ら学系別の４つの勘定項目に再構築され、柔軟

性を図って執行できるように改善される。今回

図書館が講じた「図書費予算の大綱化した再配

分」への転換は、①図書費予算の削減や外国雑

誌の高騰化により、従来の予算配分方法では対

応しきれなくなってきていること、②ネットワ

ーク情報源の加速度的成熟に伴う対応の必要性

が生じてきたこと、などに起因するのである。

　数年後、また、今回と同様な状況に直面して

いないとは限らない。そのような状況を防ぐた

めにも、「図書費予算の大綱化した再配分」の

ことだけではなく、洋書購入に係る為替レート

の問題や書店等図書資料納入業者への取扱手数

料（マークアップ）など、これから取り組むべ

き問題は山積みのように思われる。

エ　その外国為替の問題でいえば、将来の問題と

いうよりは現在の課題でもある。実勢レートと

図書館が年４回決めている円貨への換算レート

との差異が大きいとの批判がある。雑誌につい

ては大半がオランダのＳ社を通じて一括購入し

ているので、誌代の高騰は別として経費面と付

加価値においては利する点は多い。反面、図書

については国内代理店の取扱手数料を勘案した

独自の換算レートを用いているが、インターネ

ット時代において、いつまでも国内代理店扱い

一辺倒でよいのかが問われていくであろう。

　次善の策は何なのか、具体的にどうなってい

くべきなのか、これからは、そのことが問われ

ていく。

オ　図書館は情報発信の拠点と位置づけながら、

新着本の情報、レファレンスサービス及びシス

テムの改善等の情報が、計画どおりには学生や

教員に発信されていないと思う。

　図書館の利用者は、利用環境が大きく改革、

改善及び拡張されることを望む一方で、個々人

に直結するサービスを期待するものだ。もっと

きめ細かいサービスにも目を向けて努めるべき

だと思う。

カ　このように見てみると、関西大学図書館が将

来にわたって「学術情報の中枢機能」を担うた

めには、やはり、問題が生じてから対策を講じ

るのではなく、これまで以上に、先を見越した

積極的な施策の推進と対応が望まれる。今、ま

さに図書館の真価が問われているのではないだ

ろうか。

�　高度な知識と見識を備えた人材育成策を
ア　大学図書館をめぐる状況は現在大きく変わり

つつある。少子化による大学全入時代の到来と

大学生の学力低下に伴い、大学生に対しても

「手とり足とり」的な教育が求められている。

また豊かな時代に伴う学生気質の変化により、

「問題意識をあらかじめ持った学生にその課題

に取り組むための方法（たとえば情報収集や調

査の方法）を教える」というよりは「そもそも

問題意識のない学生に何らかの問題意識をまず

持たせる」ということに、教育職員の時間と熱

意の大半を向けざるを得ない状況になっている。

このような中で、情報検索・提供のプロフェッ

ショナルである図書館スタッフに対する期待は

大きい。

　関西大学図書館は、学生の情報活用能力の育

成支援事業についてこれまで地道に取り組んで

きたことは報告書に見られるとおりであるが、

それに対する期待はさらに大きくなると思われ

る。その点で、報告書の中で提案している体験

実習方ガイダンスを大学の授業科目に組み込む

こと、図書館職員がその演習を担当することに

ついては、今後より具体的に検討していくこと

が望まれる。そのような形で「現場」の学生に

図書館職員が接することは、学生の教育のため

にどのような図書館サービスが必要かというこ

とを、教員と共に考えていくための共通の基盤

となるであろう。

イ　情報通信技術の進展により、学術情報の提供

も紙媒体からインターネットを通じた外部デー
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タベースの利用へ等々、大きく変わりつつある

ことは、報告書に示したとおりである。このこ

とは、そのような新しい情報媒体を利用できる

教員とそうではない教員の間に情報格差（デジ

タル・ディバイド）を生じさせる恐れがあると

思われる。

　図書館もこれまで教員を対象にいくつかのセ

ミナーを開いているが、開催時間が授業時間と

重なっており、必ずしも参加しやすい形では開

かれていない恐れがある。また入門的講座を逃

した場合、それが学生に対するように毎年開か

れているとは限らない。以上のようなことを考

慮して、教員に対する情報教育についても検討

していく余地があると思われる。

ウ　図書館ビジョンの第５にも図書館スタッフの

人材育成がうたわれているが、われわれ委員会

が今回の点検を通じて図書館の諸活動を見る限

り、具体的にどのような人材育成策が取られて

いるのか、たとえば他の施設等に関して講じて

いる方策の展開に比べて具体性に欠ける印象を

受けた。

　またレファレンスサービスに関する教育研修

だけではなく、図書の収集業務に関する教育研

修はどのようになっているのであろうか。平成

１６年度に向けて図書費予算の編成方法が変わっ

た結果、収集業務に対する図書館職員の見識が

ますます厳しく問われると思われる。その面で

の研修についても充実させ、他の大学図書館に

比べても高度な知識と見識を備えたスタッフを

育成していることを、次期委員会の報告書には

具体的に発表できるよう、期待したい。

エ　以上をまとめると、関西大学図書館は施設や

蔵書の充実の面では大いに努力しており、その

成果は報告書に現れていると思うが、その利用

を促進するような支援策や、そのための人材育

成面でさらに成果をあげることが望まれる。

おわりに

　今回の点検・評価活動は２年間にわたっている。

その間でさえ、大学図書館をめぐる諸環境はつねに

変化にさらされている。今期の委員会が、「利用者

サービスと諸環境の整備」に視点を置いて点検し検

証してきたのもこの所以である。

　図書館が本来の使命及び目的を継承しているか否

かを分析する一方で、著しい現今の環境変化に対し

て図書館がビジョンや目標を定め、いかにドラステ

ィックな変革を遂げてきたか、その実情をつぶさに

点検することに意を用いてきたつもりである。

　ところが、前の第６章のとおり、報告書案の原稿

精査を繰り返す段階において、委員の中から貴重な

意見や提言があった。終章になったが、そのことを

再度記しておきたい。というのは、その後それらの

意見等にもとづいて、報告書の原稿を再度点検し記

述を補完するという委員会の努力があったからであ

る。

　最後に、図書館が取り組むべき姿勢は何であるか

を、今期委員会活動の締めくくりとしてあらためて

示しておきたい。

　これからも、図書館を取り巻く環境はさらに激し

く変化していくであろう。利用サービスの展開を図

っていくためには、図書館本来の機能とは何である

かを見誤らないことを大前提として、今以上に目的

志向型の戦略的施策が必要になっていく。われわれ

は、山積する問題の解決を図り、価値ある目標を追

求して、図書館の発展と成長を実現することを担っ

ており、問われる「成果」をもって応えていかなけ

ればならないのである。

�������������������　（以�上）　

図書館自己点検・評価について
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１　基礎データ（平成１５年度）

図書館フォーラム第９号（２００４）

６２

�　入館者に関する統計
　ａ　過去５年間の月別開館日数
　ｂ　所属・学年別入館者数及び１人当り平均入館回数（総合図書館）
　ｃ　月別・資格別入館者数及び１日当り平均入館回数
　ｄ　時期別・時間帯別総入館者数及び１日当り平均入館者数（総合図書館）
�　図書資料の利用に関する統計
　ａ　月別図書利用者数及び利用冊数
　ｂ　月別入庫検索者数
　ｃ　グループ閲覧室利用状況
　ｄ　文献複写サービス
　ｅ　図書館間相互利用
　ｆ　参考業務
　ｇ　利用指導
　ｈ　過去５年間の図書館ホームページアクセス件数
　ｉ　文献・情報データベース検索回数
　ｊ　学内で閲覧利用できるオンラインジャーナル・データベース
�　蔵書に関する統計
　①　収書状況
　　ａ　図書資料異動状況
　　ｂ　雑誌・新聞受入種類数
　②　分類別所蔵図書冊数
　③　分類別所蔵雑誌種類数
　④　図書費５年間の推移
�　その他関連統計等
　①　図書館職員
　　ａ　図書館職員内訳
　　ｂ　図書館職員数５年間の推移
　②　５ヵ年の展示会テーマと会期
　③　資料の出陳・放映（平成１５年度　学外からの依頼分

Ⅱ　自己点検・評価関係資料

�　入館者に関する統計
ａ　過去５年間の月別開館日数

合計３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月年　　度
�����月別
館別

２８３
（３１）

２０
（０）

１６
（０）

２２
（３）

２４
（３）

２６
（４）

２８
（４）

２１
（１）

１４
（０）

２８
（４）

２９
（４）

２７
（５）

２８
（３）平成１１年度

総合図書館

２９６
（４１）

２２
（１）

１５
（０）

２４
（５）

２６
（５）

２７
（４）

３０
（６）

２３
（２）

１７
（０）

２８
（５）

２８
（４）

２７
（４）

２９
（５）平成１２年度

２９８
（４１）

２０
（０）

１５
（０）

２４
（４）

２６
（５）

２７
（４）

３０
（５）

２４
（３）

１７
（０）

２９
（５）

２８
（４）

３０
（６）

２８
（５）平成１３年度

２９８
（４１）

２０
（０）

１６
（０）

２４
（４）

２６
（５）

２７
（４）

３０
（５）

２４
（３）

１５
（０）

３０
（５）

２８
（５）

３０
（６）

２８
（４）平成１４年度

２９５
（４０）

１９
（０）

１７
（０）

２４
（４）

２６
（４）

２６
（５）

２９
（５）

２４
（３）

１３
（０）

３０
（５）

２８
（５）

３０
（５）

２９
（４）平成１５年度

２５１２４１７２０２０２２２４１７１２２４２５２２２４平成１１年度

高槻図書室
２５０２２１５２０１９２３２４２０１３２３２４２３２４平成１２年度
２４９２３１５２０２０２４２５２０８２４２４２４２２平成１３年度
２５２２３１６２０１９２３２５１９１２２５２３２４２３平成１４年度
２５１２１１７２０２０２１２５１８１１２５２３２５２５平成１５年度

・カッコ内は日曜・祝日開館日数で内数。高槻図書室は日曜・祝日は開室していない。
・夏季特別開館　８月２８日～９月３日（高槻図書室は休室）　 　・夏季一斉休業　８月１１日～２０日
・冬季特別開館　１２月２６日～２７日（高槻図書室は休室）　 　　　・冬季一斉休業　１２月２８日～１月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・入学試験等による休館　１月３１日～２月８日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３月１日～３月３日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・年度末休館　３月２８日～３１日（高槻図書室は２９日と３０日開室）

�



６３

図書館自己点検・評価について

ｂ　所属・学年別入館者数及び１人当り平均入館回数（総合図書館）＊4月１日から６月３日の間は、入館機システムの障害により算入していない。

合　　計４　　年３　　年２　　年１　　年�������学　年
所　属�������

１５４，２４５３８，７９２４３，１１６３７，７４８３４，５８９入 館 者 数
法 学 部

第　

１　

部　

学　

生

４５．５３４．３５５．４４７．６５０．１平均入館回数
１１６，４６８２８，１４９３０，８３５２９，４１６２８，０６８入 館 者 数

文 学 部
３２．４２６．９３５．４３３．９３４．８平均入館回数
８６，４５４１４，１９９２５，２３７２２，５５１２４，４６７入 館 者 数

経 済 学 部
２４．２１３．４２６．７２８．２３２．２平均入館回数

７９，２１５１９，３１９１８，７９０２０，６８０２０，４２６入 館 者 数
商 学 部

２４．１１９．５２４．５２７．０２６．６平均入館回数
８７，１９４１９，０７８２１，２６５２０，２６３２６，５８８入 館 者 数

社 会 学 部
２３．８１８．５２５．３２１．６３１．３平均入館回数
２，５１１１，２４１７６７３３３１７０入 館 者 数

総合情報学部
１．１１．７１．３０．６０．４平均入館回数

１８９，０９３３７，６９３５７，７７７４８，１５５４５，４６８入 館 者 数
工 学 部

３４．６１９．８４２．１４３．０４２．１平均入館回数
７１５，１８０１５８，４７１１９７，７８７１７９，１４６１７９，７７６入 館 者 数

小　計
３１．１２２．１３５．５３３．９３６，３平均入館回数
３５，０７２１３，１８７１０，８９３９，７１９１，２７３入 館 者 数

第２部学生
１７．８１９．８２３．７２３．４３．０平均入館回数

７５０，２５２１７１，６５８２０８，６８０１８８，８６５１８１，０４９入 館 者 数
計

２７．５２０．０３１．５３０．１３１．０平均入館回数
５０，５１８（総合情報学研究科の学生を除く）入 館 者 数

大学院学生�
３４．２平均入館回数
４５１（総合情報学研究科の学生のみ）入 館 者 数

大学院学生�
－平均入館回数

７，０５２入 館 者 数
大　学　教　員専

任
教
職
員

１１．９平均入館回数
３６２（高中幼非常勤講師を含む実数）入 館 者 数

高中幼教諭
４．１（上記入館者数／高中幼専任教諭の人数）平均入館回数
１，７２０（役員、非専任職員を含む実数）入 館 者 数

事　務　職　員
３．６（上記入館者数／専任事務職員の人数）平均入館回数
７，２９８入 館 者 数非常勤講師、名誉教授
２８，３０４入 館 者 数校　　　友
１４，３１６入 館 者 数そ　の　他
８６０，２７３入 館 者 数合　　　計

注１　総合情報学部学生はキャンパスが異なるため、小計及び計には含めないが合計の入館者数には含む。
　２　平均入館回数は、入館者数を利用対象者数（平成１５年５月１日現在）で割った１人当りの数値である。
　３　その他は、科目等履修生や聴講生、関西四大学図書館相互利用協定校である関西学院・同志社・立命館の教職員や大学院学

生、及び他機関からの利用者をいう。

ｃ　月別・資格別入館者数及び１日当り平均入館者数

高槻図書室総　合　図　書　館区　分

日平均総入室者数日　平　均
日曜・祝日

日　平　均
月～土曜日合　計その他校　友教職員大学院学生学部学生����資格

月別����
２５９．３６，４８３－－（１０９，４０１）－－－－－４
３１７．８７，９４６－－（１２９，９１０）－－－－－５
３３７．０７，７５２８６０．０５，２０６．４１１２，７７５２，００７４，０８６２，２１７６，７５７９７，７０８６
５２６．５１３，１６３２，４７７．４６，８８５．７１８４，５２９２，６２３３，７５９２，３９１７，８３５１６７，９２１７
４６．７５１４－１，２８２．５１６，６７３５６０１，８２２８４７２，１４３１１，３０１８
１７３．０３，１１４６７１，０１，９８１．８５１，５５９１，１０１３，１００１，８３７４，８１８４０，７０３９
３０２．２７，５５６７４３．０４，２０２．６１０４，５７８１，５９４３，８１２２，４８７７，３６７８９，３１８１０
３２３．８６，８００６７５．８４，３８４．９９５，４６１１，２９９３，０２４２，０３３６，１６４８２，９４１１１
３１２．４６，２４７７４４．５４，３８９．０９９，５３７１，２７０２，６９５２，０２１５，９６８８７，５８３１２
４８１．１９，６２１２，２７２．０７，３４７．８１５６，０４３１，７８３２，１９８１，８４９４，９６９１４５，２４４１
４２．４７２１－１，１４９．１１９，５３４４０１１，７６８１，０３３２，３３８１３，９９４２
２７．７５８１－１，０３０．７１９，５８４５３８２，０３２１，０４７２，６２６１３，３４１３
２８０．９７０，４９８１，２３３．３３，９７７．２８６０，２７３１３，１７６２８，２９６１７，７６２５０，９５８７５０，０５４合　計

注１　総合図書館の４月１日から６月３日までの間は、入館機システムの障害により算入していない。ただし、（　）内の数値
は日報の記録にもとづいて記載したが、合計には含めていない。高槻図書室については、資格別の計数をしていない。　

　２　「教職員」とは、上記ｂ表の専任教職員及び非常勤講師・名誉教授を示し、「その他」は上記ｂ表の注３に同じ。
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図書館フォーラム第９号（２００４）

６４

ｄ　時期別・時間帯別総入館者数及び１日当り平均入館者数（総合図書館）＊４月１日から６月３日の間は、入館機システムの障害により算入していない。

合　計２１～閉２０～２１１９～２０１８～１９１７～１８１６～１７１５～１６１４～１５１３～１４１２～１３１１～１２１０～１１９～１０時間帯区　分

１４７，２５１２，１３４３，３８２５，９５５９，４８１１２，３７７１６，２０４１１，１０５２２，１７０１６，２３１１９，３１０９，１８０１４，０７５５，６４７総入館者
授業期間

前　
　
　

期

５，６６３．５８２．１１３０．１２２９．０３６４．７４７６．０６２３．２４２７．１８５２．７６２４．３７４２．７３５３．１５４１．３２１７．２１日平均

１２９，７７２１，２９５３，３４０５，９３７７，２１５１０，６１８１１，４０３１０，８８３１６，１１６１３，８３９１５，５５６１０，６３５１０，４３２１２，５０３総入館者
試験期間

７，６３３．６７６．２１９６．５３４９．２４２４．４６２４．６６７０．８６４０．２９４８．０８１４．１９１５．１６２５．６６１３．６７３５．５１日平均

４０，７９８８３３１，９２８２，７４１４，５５６５，１７３５，９１１６，２６４４，７０９３，６５４５，０２９総入館者
休暇期間

１，１９９．９２４．５５６．７８０．６１３４．０１５２．１１７３．９１８４．２１３８．５１０７．５１４７．９１日平均

３１７，８２１３，４２９６，７２２１２，７２５１８，６２４２５，７３６３２，１６３２７，１６１４４，１９７３６，３３４３９，５７５２３，４６９２９，５３６１８，１５０総入館者
小　　計

４，１２７．５７９．７１５６．３１６５．３２４１．９３３４．２４１７．７３５２．７５７４．０４７１．９５１４．０３０４．８３８３．６４２２．１１日平均

３１６，６００４，３１５６，２０１１１，４４０１６，８４７２６，５９７３５，０６１２６，３５０４８，４８９３５，１２２４２，３０５２０，４５４３０，９０９１２，５１０総入館者
通常期間

後　
　
　

期

４，３９７．２５９．９８６．１１５８．９２３４．０３６９．４４８７．０３６６．０６７３．５４８７．８５８７．６２８４．１４２９．３１７３．８１日平均

１４６，９５５１，２０２３，４１８６，１２２７，８０６１１，９０６１３，４０２１３，６０２１９，００１１６，１６２１７，８８７１１，６９０１１，５８８１３，１６９総入館者
試験期間

７，３４７．８６０．１１７０．９３０６．１３９０．３５９５．３６７０．１６８０．１９５０．１８０８．１８９４．４５８４．５５７９．４６５８．５１日平均

４１，８９７８２３１，９９０３，１２２４，９９１５，６３４６，４１１６，０３２４，７０３３，７４３４，４４８総入館者
休暇期間

１，１０２．６２１．７５２．４８２．２１３１．３１４８．３１６８．７１５８．７１２３．８９８．５１１７．１１日平均

５０５，４５２５，５１７９，６１９１８，３８５２６，６４３４１，６２５５３，４５４４５，５８６７３，９０１５７，３１６６４，８９５３５，８８７４６，９４５２５，６７９総入館者
小　　計

３，８８８．１６０．０１０４．６１４１．４２０４．９３２０．２４１１．２３５０．７５６８．５４４０．９４９９．２２７６．１３６１．１２７９．１１日平均

３７，０００１，７６４３，５２５４，９５７５，５６６６，９３２４，７７６３，５９９５，８８１総入館者
日祝開館

１，２３３．３５８．８１１７．５１６５．２１８５．５２３１．１１５９．２１２０．０１９６．０１日平均

８６０，２７３８，９４６１６，３４１３１，１１０４５，２６７６９，１２５８９，１４２７７，７０４１２３，６６４１００，５８２１０９，２４６６２，９５５８２，３６２４３，８２９総入館者
年度合計

３，６２９．８６６．３１２１．０１５０．３２１８．７２９１．７３７６．１３２７．９５２１．８４２４．４４６１．０２６５．６３４７．５３２４．７１日平均

注１　前期　授業期間：４月５日～７月７日　　試験期間：７月８日～７月２８日　　休暇期間：４月１日～４月４日及び
� ７月２９日～９月２０日
　　　後期　授業期間：９月２１日～１２月２５日　　試験期間：１月７日～１月３０日　　休暇期間：１２月２６日～１月６日及び
� ２月９日～３月２７日
　２　各期間の開館日数および入館者数には、日曜祝日開館に係る数値を含まない。
　３　試験期間とは、図書資料の貸出期間を３日間に短縮した日から試験終了日までを示す。
　４　各小計及び年間の時間帯別１日平均入館者数は開館実日数で除しているが、年度合計に対する１日総平均入館者数は年間

開館日数で除している。

９～10 10～11 11～12 12～13 13～14 14～15 15～16 16～17 17～18 18～19 19～20 20～21 21～閉

時間帯別１日当り平均入館者数

前期授業期間
前期試験期間
前期休暇期間
後期授業期間
後期試験期間
後期休暇期間
日祝日開館

入
館
者
数

（人）
1,000

800

600

400

200

0

時間帯
（時）
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６５

図書館自己点検・評価について

�　図書資料の利用に関する統計
ａ　月別図書利用者数及び利用冊数

合　計３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月月　別
利用区分

２１，２０２１９６２９６１，６０５３，２９９２，９０１２，６７６１，４３５４０７２，０１５２，６５８２，３２２１，３９２
学部学生

館　
　

内　
　

閲　
　

覧

総　
　
　

合　
　
　

図　
　
　

書　
　
　

館

３７，８０５３５８５１８２，８３３６，０９６５，３６２４，８６６２，７６９７９２３，３５２４，４９８４，０５１２，３１０

１，９１３７６６８１１９１９７１７３２００１３３５８１９１２５４２３８２０６
大学院学生

３，７６４１６７１４４２２０３６１３７４４５７２５１１１６３４３４９２４４４３９５

８８６４３５４７５５５８１９７６０４１９２８５１０６９７
教　職　員

１，９３８８９１１０１７８１２６１５７２１９１０２９２２２４１８２２５１２０８

３，５０６１５６２１８２２２２５５３２９４０３３３１３２３３４８３２５３２６２７０
そ　の　他

９，７７４４７８７１８６１４７０５８４３１，１１５９３２９６５１，００７８２５８１４７５８

２７，５０７４７１６３６２，０２１３，８０６３，４８４３，３７６１，９５９８２９２，６４６３，３２２２，９９２１，９６５
計

５３，２８１１，０９２１，４９０３，８４５７，２８８６，７３６６，６５７４，０５４１，９６５４，９２６５，９９７５，５６０３，６７１

１７９，４７０１，７３９２，６６２２４，５１５２２，９７６１７，５９１１７，８７１８，７６７２，８３６２６，６０４２２，４６３１８，３８６１３，０６０
学部学生

館　
　

外　
　

貸　
　

出

３１６，１５６３，３２２５，４１４４６，９７５４０，４５６３０，４００３０，８５８１５，８１０５，７０９４７，８０６３７，２６２３０，５１４２１，６３０

１９，７９３６１２６２２１，６１７１，９５２１，７８１２，０８１１，３９７７１８２，３９２２，１６２２，２９１２，１６８
大学院学生

３９，７４４１，３０４１，３１０３，５９９４，０９６３，５６２４，１３４２，７４２１，６１２４，９１５４，０４８４，２９５４，１２７

６，７６３３３４３３０５２８６３９５７４７１７４８８２６４６９３６４５７９６７５５
教　職　員

１５，６９２８０３８１８１，３６２１，４６０１，１９７１，５８２１，１２５７３８１，６３７１，４２５１，８５５１，６９０

８，４０３４９８４１８５５７６８８７５７８９１６２５４９０７７３９６５９３５８０６
そ　の　他

１８，２６９１，００６８９６１，４４８１，４６７１，４８５１，７７０１，５２０１，２４９１，８０６２，０８６１，８６２１，６７４

２１４，４２９３，１８３４，０３２２７，２１７２６，２５５２０，７０３２１，５６０１１，２７７４，３０８３０，４６２２６，２３５２２，４０８１６，７８９
計

３８９，８６１６，４３５８，４３８５３，３８４４７，４７９３６，６４４３８，３４４２１，１９７９，３０８５６，１６４４４，８２１３８，５２６２９，１２１

２４１，９３６３，６５４４，６６８２９，２３８３０，０６１２４，１８７２４，９３６１３，２３６５，１３７３３，１０８２９，５５７２５，４００１８，７５４
合　　計

４４３，１４２７，５２７９，９２８５７，２２９５４，７６７４３，３８０４５，００１２５，２５１１１，２７３６１，０９０５０，８１８４４，０８６３２，７９２

１０，１７２６２１３０８３４１，３３７１，３３９１，３２１４９１９３１，１４４１，３６１１，３２７７３３
学部学生

館
外
貸
出
・
館
内
閲
覧

高　
　

槻　
　

図　
　

書　
　

室

１８，０２８１２７２７３１，６４５２，５１４２，３２６２，３０７９２７２１９２，１００２，２０７２，１９４１，１８９

８３２１５３３７３７６９６７１４４４８９９９５９０９２
大学院学生

１，８４７３４７４１９３１８１２１１１５２８５８２２３５１７３２１６２１１

３６４１９２１３８２５３１３４２２２６２６２７５４４１
教 職 員

８１８５６５７７８６３７３６７６４５７４４６８１０６８５

１７６６７１１２０１７３１８４２１２４１０１７
学　外　者

３１７１０１８１６２８３７８０１３７３２３９１５２２
１１，５４４
（４１８）

１０２
（９）

１９１
（１１）

９５６
（１９）

１，４５８
（６５）

１，４８３
（５４）

１，４５７
（５６）

５６５
（９）

１７１
（２９）

１，２９０
（４０）

１，５０７
（３３）

１，４８１
（６４）

８８３
（２９）

計
２１，０１０
（９７１）

２２７
（２８）

４２２
（２６）

１，９３２
（３６）

２，７８６
（１６４）

２，６４７
（１４０）

２，６０６
（１７５）

１，０８９
（１６）

３６５
（３７）

２，４１１
（７０）

２，４８７
（５６）

２，５３１
（１６５）

１，５０７
（５８）

注１　館内閲覧・館外貸出ともに上段は利用者数、下段は利用冊数を示す。
　２　館内閲覧は、接架図書以外の出納・取り寄せによる館内閲覧手続を行なったものを示す。
　３　高槻図書室の「計」欄に（　）で示す数値は、取り寄せた図書等を館内閲覧手続により利用したもので、内数である。

ｂ　月別入庫検索者数

合　計３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月月　別
利用区分

２３，５５６２３９５０９２，８２７３，８７９２，９９８２，９５１１，７０８６３１２，７７７２，２０４２，０３２８０１学部学生
入　
庫　
検　
索

総　
合　
図　
書　
館

２１，７０３７２９６７０１，７１２２，０６２２，１３６２，３８１１，６０１８３７２，６０１２，４２５２，４６７２，０８２大学院学生

７７，５２４０５３８０６０９６４６６７７７８６６１５３６９７９５７８１８６６８２３教�職�員

１，０８４６０７２８８９４８９１０９８４１１９１２９７８８６７６そ�の�他

５４，０９５１，４３３１，６３１５，２３６６，６８１５，９００６，２２７４，００８１，９５６６，３０２５，４８８５，４５１３，７８２計

注１　入庫検索とは、図書館利用規程第１３条による書庫図書の利用をいう。
　２　「その他」とは、特別の事由により入庫を許可された研究員等を示す。

�



図書館フォーラム第９号（２００４）

６６

ｃ　グループ閲覧室利用状況

利　用　者　数利用コマ数
区分

月別

１，４３１８６４月

１，５２８１０９５月

２，２６０１３１６月

１，６６４９７７月

２１０１９８月

８１３５１９月

１，７１６１１４１０月

２，０１１１２７１１月

１，６４７１５０１２月

４６２３８１月

６７７３２２月

１９４１２３月

１４，６１３９６６合　　計

５７３．８日�平�均
（日祝日を除く）

注　総合図書館における利用状況である。

ｄ　文献複写サービス

高　槻　図　書　室総　合　図　書　館区　分　
　種別・月別 枚　　数枚　　数

１，７５８１５４，３３８４月

電　
　
　

子　
　
　

式　
　
　

複　
　
　

写

２，４３６１７７，２９１５月

１，９１２１６６，９０３６月

３，４６２２１３，４９８７月

２７２６８，６１３８月

１，６６９９４，００４９月

２，９６４１６４，９５４１０月

３，４７９１５８，０８４１１月

３，１８３２０７，３９９１２月

３，４１３１５４，１８０１月

６６３７７，４１１２月

１，２１６４９，９９０３月

２６，４２７１，６８６，６６５小　　　計

―２，７９３カラー複写

２６，４２７１，６９２，２５１合　　　計

１０５．３５，７３６．４日　平　均

注　総合図書館のみ、電子複写には������検索結果の印刷を含む。

０５４，０８５学内者（コマ数）
マ
イ
ク
ロ
複
写

０４，２９５学外者（コマ数）

ｅ　図書館間相互利用

国　　　　　　　　外国　　　　　　　　内種別

月別
依　　　頼提　　　供依　　　頼提　　　供

合計複写借用閲覧合計複写貸出閲覧合計複写借用閲覧合計複写貸出閲覧

７７００００００４５４３８９４９１６３０９２６８２２１９４月

９８１０００００６０１４７８９０３３４０６３２７３６４３５月

８８００３３００３８７２８４７０３３４３５３５３３６４６６月

２２００００００５４８４０７８０６１４１６３３４３０５２７月

４４００００００３３１３０１７２３３０３２３１２２５０８月

１１１１００００００４９９４０４６１３４４６０３７５４２４３９月

７７００００００６４６４９７７２７７４９５３８０５４６１１０月

１６１６００１１００５６３４３９７０５４３５８２６２３５６１１１月

１７１５１１００００６３９５２８５６５５４０７３１１４９４７１２月

８８００００００３６３２７２６９２２２５７１９８２８３１１月

１０１０００００００２１８１４９５６１３２４０１８７２５２８２月

１７１６０１００００２６２１９９４４１９３２７２６４３１３２３月

１１６１１２２２４４００５，５１１４，３４７７２４４４０４，４１３３，４９０４１０５１３合　計

�
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図書館自己点検・評価について

ｆ　参考業務

合　計
学　外　利　用　者学　　内　　利　　用　　者

区　　分
そ　の　他諸　機　関校　友そ　の　他学部学生大学院学生教　職　員

１０６５－２１３９２８３１所　　　蔵調　
　
　

査

８４１－２２１９２１３９事　　　項

２５１－１０１０６７そ　の　他

２１５７－５３６８５５７７計

注１　申込書の提出により処理した件数のみ表す。
　２　学内利用者における「その他」には、学内他部署からの業務上の問い合わせのほか、科目等履修生及び聴講生が含まれる。

ｇ　利用指導

人　　数件　　数種　　　　別

１９５５０図 書 館 ツ ア ー①

６７１６レポート・卒論作成のための文献の探し方②

３，４９２－上 位 年 次 生 の 入 庫 案 内③

２，２８７１４９上位年次生向けクラス別ガイダンス④

２，３３５５８下位年次生向けクラス別ガイダンス⑤

１，４４２５２実 習 型 ガ イ ダ ン ス⑥

注１　①②は、個人単位で行う。
　２　③は、個人単位、クラス単位の合算であり、件数は計数できない。

ｈ　過去５年間の図書館ホームページアクセス件数

平成１５年度平成１４年度平成１３年度平成１２年度平成１１度

１，２４６，１９０１，２８１，６７３１，０８２，８２６６４６，１８６３１５，７５８図書館ホームページアクセス数（�）

１８，３５２，９７７１３，８７３，７５９８，８９９，６２１６，２７４，６７１５，１６０，１０９大学ホームページのアクセス数（�）

６．８�９．２�１２．２�１０．３�６．１�（　�　／　�　）×１００

注　（�）は、図書館のトップページにアクセスした回数で、直接ＫＯＡＬＡやネットワーク情報源等にアクセ
スした回数は含まない。また、同様に（�）も、大学各機関のトップページにアクセスした回数を示す。

ｉ　文献・情報データベース検索回数

備考平成１５年平成１４年平成１３年種　　別

平成１５年１１月～１３４－－��������	����
�����
����	����（専門分野型データベース）
平成１５年１０月から
�Ｄ����に移行１９，１４４１０，９２７４，５３９��������	
��Ｄ�����（科学技術情報索引）

６，５４５７，４３４４，５２９���������	
���
�（総合データベース）

平成１５年４月～４，４８２－－������インターネット（法律情報データベース）＊

４，５２６１０，４０７７，６６３�����．���（法情報索引）

５６６２０４－����（図書館情報学文献索引）

２８３４５７－����（言語学雑誌記事・文献索引）

７８，９１０４０，８１１１８，８８６���������	
�（和雑誌記事索引）

平成１５年１１月～５－－���������	
�	�（米国企業情報データベース）�＊

３０７２９２１４２�������（「��������	�
���	」掲載論文索引）

５６２５３４－������―��（学術文献データベース、機関別定額制分のみ）＊

２，９８１２，９６０１，５６３��������（心理学雑誌記事・文献索引）

１５，６２６－－���������	��
��
�

６，７３０－－����������	
����（引用情報を含む学術文献データベース）＊

２３，０７５１８，４２３５，２９５���������	�
���（引用・被引用論文索引）

４９３，１７４５，８０３－日経�����―�����������	
��（社会・地域統計）★

平成１５年１０月～２０９，２７４－－日経テレコン２１（ビジネス情報データベース）☆

�



図書館フォーラム第９号（２００４）
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�

注１　各統計は、平成１３年度は４月～１２月まで、それ以外は１月～１２月までの合計である。また、統計値については、データ
ベース提供機関が独自の基準で計数した値をそのまま利用している。�従って、それぞれの統計値が必ずしも同じ算出
方法であるとは限らない。

２　＊はログイン回数である。また、☆は結果表示件数を、★はダウンロード件数を示す。
３　��������	����
�����
����	����には、����、����、����、���������	
������
�	���
、�������������	
��
����が含まれる。

また、����������	
����には、���������	�
��、����������	
��
�が含まれる。
４　���������	�
��の平成１４年６月、７月の件数は、提供機関でのシステムトラブルで作成されなかったため含まれていない。
５　表中「－」は、当該年度は利用を開始していないことを示す。

備　考平成１５年平成１４年平成１３年種　　別

朝日���から名称変更

利用回数は計数

されていない

利用回数は計数

されていない

２，８４８聞蔵（朝日新聞記事索引）＊

利用回数は計数

されていない

���������	

����
�����	�
	（米国議会情報索引）

������������	
��������
�	
��������（欧米・国際機関の統計データ集）

���（洋雑誌記事索引）

－－�������（法情報索引）

ｂ　雑誌・新聞受入種類数

雑　　誌種別
区分 合　計洋和

４，９００３，０５６１，８４４購　入取　
得　
内　
訳

２，１８０２２１１，９５９受　贈

７８２４５４その他

７，１５８３，３０１３，８５７合　計

注１　中国語・朝鮮語図書は、和書に含める。以下の統計についても同様とする。
　２　「種別」の「その他」はＡＶ資料、������、�������等の資料を含む。

�　蔵書に関する統計
①　収書状況
ａ　図書資料異動状況���������������������（単位：点）

合　計その他
マイクロ資料

洋　書和　書�����種　別
区　分����� フィッシュフィルム

３６，０２３６０６４７１７７１９，８７５２４，３００購　入取　
得　
内　
訳

５，７５５０００５７４５，１８１受　贈

２９，０８１１２７２３９９，２６８１９，５４６その他

７０，８５９６０７４９８１，０１０１９，７１７４９，０２７合　計

１２，９６７１００５１０１２，４５６除籍抹消

５７，８９２６０６４９８１，０１０１９，２０７３６，５７１増　減　計

１，９６１，９９１４，７６１１８，９０４８０，２５９７１３，２１５１，１４４，８５２期末在高

ｊ　学内で閲覧利用できるオンラインジャーナル・
データベース

タイトル数
（概数）種　　　類

１６０�����

１７０�������������	�
����
�	����

７３０���������

３７０����������	

３５���������	
�

１６０��������	
���

������



２５��������	


２２０��������	�
�������

注１　平成１５年度末現在、約１，８７０タイトルが閲覧可
能である。

　２　上記のほかに、タイトル数は多くはないもの
の、���������	
����
��
��、�������及び
��������	
���
��
�などが利用できる。
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図書館自己点検・評価について

１５，８４２４，７６０１１，０８２芸術７００１５，２９０９，６７９５，６１１歴史２００
９７８２３８７４０彫刻７１０４３，７２３９１１４２，８１２日本史２１０

１７，４０５２，８７６１４，５２９絵画．書道７２０２９，１８４３，９１９２５，２６５アジア史．東洋史２２０
１，０５０２８３７６７版画７３０１８，７８７１４，３５３４，４３４ヨーロッパ史．西洋史２３０
２，２４２４１２１，８３０写真．印刷７４０９５５６７１２８４アフリカ史２４０
４，８０３１，２８９３，５１４工芸７５０２，８８２２，１５５７２７北アメリカ史２５０
５，１５３１，０２１４，１３２音楽．舞踊７６０１６６８０８６南アメリカ史２６０
１２，０６６１，６０６１０，４６０演劇．映画７７０１８２１３４４８オセアニア史２７０
６，３７８５９４５，７８４スポーツ．体育７８０２２，８３８６，２８０１６，５５８伝記２８０
１，２５６９１１，１６５諸芸．娯楽７９０３４，４９８５，９３３２８，５６５地理．地誌．紀行２９０
６７，１７３１３，１７０５４，００３芸術・計１６８，５０５４４，１１５１２４，３９０歴史・計
１３，７５２１０，０４４３，７０８言語８００１７，９１９６，９１７１１，００２社会科学３００
８，７０６１８９８，５１７日本語８１０６８，９６３３５，９２７３３，０３６政治３１０
８，２０５９１４７，２９１中国語．東洋の諸言語８２０１３６，５４０７９，９７０５６，５７０法律３２０
１１，２３４４，６６０６，５７４英語８３０１６６，５２２８５，４７９８１，０４３経済３３０
５，３８８４，０８１１，３０７ドイツ語８４０１１，９３５５，４７９６，４５６財政３４０
３，８５９２，６９４１，１６５フランス語８５０１３，４７７５，５２２７，９５５統計３５０
９４３４３４５０９スペイン語８６０８７，４００４３，５３９４３，８６１社会３６０
４５５３５１１０４イタリア語８７０４９，５３１１１，７６８３７，７６３教育３７０
１，６２４１，２７５３４９ロシア語８８０１７，２３７３，６９７１３，５４０風俗習慣．民俗学３８０
１，１１７７９５３２２その他の諸言語８９０３，７８４９９８２，７８６国防．軍事３９０
５５，２８３２５，４３７２９，８４６言語・計５７３，３０８２７９，２９６２９４，０１２　　社会科学・計
２０，４５７９，４０２１１，０５５文学９００１５，６５６７，６８０７，９７６自然科学４００
８４，１５１１，４１１８２，７４０日本文学９１０２４，６９３１４，４７１１０，２２２数学４１０
２３，３５３６３６２２，７１７中国文学．東洋文学９２０２０，４１０１４，００３６，４０７物理学４２０
２８，６６２２０，３９８８，２６４英米文学９３０２１，０９５１４，０４０７，０５５化学４３０
１５，００５１１，９５７３，０４８ドイツ文学９４０２，５４７８０１１，７４６天文学．宇宙科学４４０
１５，７１６１１，８１９３，８９７フランス文学９５０８，６６６３，８００４，８６６地球科学．地学．地質学４５０
１１，９３９１０，４６４１，４７５スペイン文学９６０１３，５０１７，５９４５，９０７生物科学．一般生物学４６０
７４８３７７３７１イタリア文学９７０１，３４０３０３１，０３７植物学４７０
４，４７８２，９５９１，５１９ロシア文学９８０２，１０１３９１１，７１０動物学４８０
１，４６８１，０８０３８８その他の諸文学９９０２１，３７０７，３９９１３，９７１医学．薬学４９０
２０５，９７７７０，５０３１３５，４７４文学・計１３１，３７９７０，４８２６０，８９７　　自然科学・計
１，７６１，０２０７２１，１８２１，０３９，８３８合　　　　　　　計
２００，９７１そ　　　の　　　他
１，９６１，９９１図 書 館 蔵 書 数

②　分類別所蔵図書冊数（日本十進分類法による）

合　計洋和内　　訳分類合　計洋和内　　訳分類
３５，９０４２０，４８３１５，４２１技術．工学．工業５００２５，９７５９，９９８１５，９７７総記０００
２４，８５２９，５０１１５，３５１建設工学．土木工学５１０９，４９２４，１０４５，３８８図書館０１０
１９，７３１５，５７２１４，１５９建築学５２０２９，４４１１５，２７６１４，１６５図書．書誌学０２０
１７，４５７７，７１１９，７４６機械工学．原子力工学５３０７，３７４３，８０９３，５６５百科事典０３０
４０，３４８１７，４７４２２，８７４電気工学．電子工学５４０１５，６６２１，３４０１４，３２２一般論文・講演集０４０
１，４１０３０９１，１０１海洋工学．船舶工学．兵器５５０２６，０２８６，８７４１９，１５４逐次刊行物．年鑑０５０
１１，３９０６，０６５５，３２５金属工学．鉱山工学５６０１，４９８３９７１，１０１学会．団体．研究調査機関０６０
１３，３５８６，７１９６，６３９化学工業５７０１８，８８４６，０７３１２，８１１ジャーナリズム．新聞０７０
５，２７７１，３４４３，９３３製造工業５８０６６，６４０１６，６９４４９，９４６叢書．全集０８０
１，４６７２５８１，２０９家政学．生活科学５９０３，３７２２，２１２１，１６０郷土資料０９０
１７１，１９４７５，４３６９５，７５８技術・計２０４，３６６６６，７７７１３７，５８９総記・計
４，８６０３４２４，５１８産業６００８，３１３４，７３３３，５８０哲学１００
１４，７０９３，９０９１０，８００農業６１０５，１１２３，１８１１，９３１哲学各論１１０
１，１１６１５１９６５園芸．造園６２０１５，２１４５８４１４，６３０東洋思想１２０
２３１１０２２１蚕糸業６３０２１，７１８１５，７６５５，９５３西洋哲学１３０
７７８１１４６６４畜産業．獣医学６４０２３，４３３１２，９６６１０，４６７心理学１４０

１，３３５１９４１，１４１林業６５０３，９６３１，２２８２，７３５倫理学１５０
１，６５７２２７１，４３０水産業６６０７，５０８３，１３３４，３７５宗教１６０
２８，３７７１２，９２８１５，４４９商業６７０２，０６１４０２，０２１神道１７０
１２，８６２５，６５２７，２１０運輸．交通６８０１２，９６８１，４１１１１，５５７仏教１８０
５，０９１２，１３５２，９５６通信事業６９０１２，５２９７，２６３５，２６６キリスト教１９０
７１，０１６２５，６６２４５，３５４産業・計１１２，８１９５０，３０４６２，５１５哲学・計

注　「その他」は、個人文庫などの未分類図書を表す。

�



図書館フォーラム第９号（２００４）

７０

④　図書費５年間の推移� （単位：円）

平成１５年度平成１４年度平成１３年度平成１２年度平成１１年度
１２０，８１４，８７３１４０，８７４，２２４１７６，９５１，１５１１６１，４２２，７０５１７５，７４６，１６９和

図　　書
１４５，７５８，６１２１４５，８０６，５７６１５０，３６８，５６３１６６，７２８，８８１１６２，７７６，３９４洋
２９，９０５，６９９２８，９７３，４９７４４，５６４，５８９４４，４０８，６６３３９，４６４，５３５和

雑　　誌
２０２，８５２，９０８１８１，５８４，４８４２０６，１８８，３７３１７９，７７４，６５８２０７，３６５，３６４洋
４６，８４７，０７６１９，１４０，９８６５，３７５，７５０３，６４０，０２７６，０５７，８７７電　　子　　媒　　体
１，３４７，６２３２７，７９４，８８９１７，７３６，９７０８１，１２１，３４３５０，３０１，９３２和

マイクロ資料
４０，４０８，９２３３９，６８９，３９３２８，５０２，８６９１８，４６８，９９５４７，９６０，６４４洋
５２，８７８，７０２６２，９９４，４８９６，５０４，０２４４１，９２４，６５９４０，５０２，４３２その他の資料
３１，１３０，４４６２９，７９６，９６８３４，４０８，３６０２，５４５，７６３８５７，３０９外部データベース
６７１，９４４，８６２�６７６，６５５，５０６６７０，６００，６４９７００，０３５，６９４７３１，０３２，６５６合　　　　計
１１，４７０，３４７１１，５２８，３７０１１，１７４，５２０９，９６４，２２７９，０１２，５１４製　　本　　費

注１　「電子媒体」は������、�������等を含む。�����������＊うち、５，２００，０００円を工学部実験実習費から補填。　
　２　その他の資料には、追録、ＡＶ資料を含む。�

ｂ　図書館職員数５年間の推移

平成１５年度平成１４年度平成１３年度平成１２年度平成１１年度

３８（２０）３９（２１）４１（２３）４６（２６）５４（３４）専 任 職 員（ 人 数 ）

１９，１６４１６，６１４２６，４２０４８，３１８４８，７８８定 時 職 員（総勤務時間）

相互利用、収集整
理部門のアウトソ
ーシングを拡大

閲覧サービス部門
のアウトソーシン
グを昼間部にも拡
大

閲覧サービス部門
のアウトソーシン
グ（夜間、日・祝
日）開始

備　　　考

注１　定時職員は各人の勤務時間数が異なり、人数での比較が困難なため総予算時間数を記載した。
���２　（　　）内は女子の人数で内数を示す。

�　その他関連統計等
①　図書館職員
ａ　図書館職員内訳（平成�５年度）����������������������������（単位：人）

合　　　計高槻図書室学術資料課閲覧参考課運　営　課図　書　館

３８（２０）３（１）１３（８）１３（７）９（４）０専任職員

３７（２５）５（５）１１（１０）１９（８）２（２）－定時職員

７５（４５）８（６）２４（１８）３２（１５）１１（６）０合　　計

注　（　）は女子の人数で内数を示す。

③　分類別所蔵雑誌種類数（日本十進分類法による）

合　計洋和内　訳分　類
５，３４０８９２４，４４８総　　記０００
９４０５０５４３５哲　　学１００

１，１３５３２３８１２歴　　史２００
６，７０２３，２２２３，４８０社会科学３００
１，５５５９０７６４８自然科学４００
３，１３４１，５５４１，５８０技　　術５００
９７２３４３６２９産　　業６００
７９２１１７６７５芸　　術７００
４９２２４９２４３言　　語８００

２，０２３４３４１，５８９文　　学９００
２１７１４そ　　の　　他

２３，１０６８，５５３１４，５５３合　　計

注　重複するタイトルは、カウントしていない。

�



７１

図書館自己点検・評価について

②　５ヵ年の展示会テーマと会期

期　　　間テ　　ー　　マ年　　　度

平成１１年４月１日～５月２２日「聖書コレクション」春季特別

平成１１年度

平成１１年６月１４日～７月３０日「大阪の雑誌創刊号　明治期」夏　　季

平成１１年１０月４日～１１月１３日
平成１１年１０月２５日

「作家の自筆展－上方文藝玉手箱－」
記念講演会
「三島由紀夫初期作品の問題
　－川端康成との往復書簡を契機として－」
　　（講師：文学部・吉田永宏教授）

秋季特別

平成１１年１２月６日
　　～平成１２年１月１５日「この国の字書と辞書」冬　　季

平成１２年４月１日～６月３０日「本草への招待－本草書とその周辺」春季特別

平成１２年度 平成１２年１０月４日～１２月１６日
平成１２年１１月１８日

「生誕７０周年記念開高健展」
記念講演会
対談「開高健を語る」
　　（対談：編集者・背戸逸夫氏、図書館長・山野博央教授）

秋季特別

平成１３年４月１日～５月２０日「中村幸彦先生を偲んで」春季特別

平成１３年度 平成１３年１１月７日～１２月１５日
平成１３年１１月２７日

「伊勢物語－注釈と享受の世界」
記念講演会
「中世の『伊勢物語』享受－関大図書館本を中心に－」
　　（講師：文学部・片桐洋一教授）

秋季特別

平成１４年４月１日～５月１９日「文字遺産集成－文字の出現から書物へ－」春季特別

平成１４年度
平成１４年１１月７日～１２月１５日
平成１４年１１月２９日

「英国近代女性作家展－ブルースットキングからオースティン、
ブロンテの時代へ－」
記念講演会
「イギリス・フェミニズムの胎動
　－英国近代女性作家展によせて－」
　　（講師：文学部・坂本武教授）

秋季特別

平成１５年４月１日～５月１８日「大阪文藝　長沖一展」春季特別

平成１５年度
平成１５年１１月６日～１２月１３日
平成１５年１１月２９日

「江戸・明治初期の占書展－庶民の生活の中の占い－」
記念講演会
「今でも使われている運勢暦と大雑書の中の占い
　－その仕組みを知っていますか－」
　　（講師：文学部・坂出�伸教授）

秋季特別

注　記念講演会は、いずれも総合図書館図書館ホールで開催した。

�



図書館フォーラム第９号（２００４）

７２

③　資料の出陳・放映（平成１５年度　学外からの依頼分）

掲載・借用依頼資料会期・放映日目的・展示会等の名称依頼機関
「関西農報」第９号、第１６号、第３１号、第
４４号［Ｍ�６１０．５�Ｋ１］Ｈ１５．９．６～１１．２４企画展「モダニズム再考二楽荘と大谷

探検隊Ⅱ」
［出品］
芦屋市立美術博物館

『南史』
『春秋経伝集解』
『困学紀聞注』

Ｈ１５．６．２１～２２「湖南忌の集い内藤湖南先生没後七十
周年記念行事」

［出品］
京都府相楽郡加茂町
教育委員会

「松竹座ポスター」上・下
　�����������［ＬＯ２�Ｓ１１５�１］
『歌う自画像』［ＬＯ２�Ｋ３７�１］
『大阪松竹歌劇団史』［ＬＯ２�Ｏ９６�１］

Ｈ１５．９．２０～
１０．１９

「華麗なるレヴューの世界――松竹少
女歌劇からＯＳＫへ」

［出品］
大阪市立住まいのミ
ュージアム

『続日本紀』巻７、巻１１
　���������［ＬＩ２�２１０．３５�Ｓ１�］

Ｈ１５．１０．１～
１１．３０

平成１５年度特別展「行基の構築と救
済」

［出品］
大阪府富田林土木事
務所

木村蒹葭堂「山水画」
　���������［Ｃ２�７２１．７�Ｋ１�３］
木村蒹葭堂「花蝶之図」
　����������［Ｎ８Ｃ２�７２１．７�５］
耳鳥斎「蛤とり図」［Ｎ８Ｃ２�７２１．８�１１］
木村蒹葭堂他「大坂文人合作扇面」
　���������［Ｃ２�７２１．７�Ｏ３�１］
中村芳中『光琳画譜』
　���������［Ｎ８�７２１．５�１�１�２］
耳鳥斎『歳時滅法戒』［Ｎ８�７２１．８�５１］
『名数画譜』［Ｌ２２�７２１�６２�６５］
『万家人名禄』［９１１．４０２�Ｓ１�１―１�５］
『百家交筆おくの細道』
　��������［９１４．５�Ｍ８�１―１�２］
『住吉紀行』［９１７．２�Ｋ２�１］

Ｈ１５．９．２７～
１２．２１

「琳派展Ⅵ中村芳中―光琳に憧れた上
方文人－」

［出品］
細見美術館

『山槐記写本』巻之一～巻之十
　����［ＬＩ２�２１０．０９�Ｎ４�１―１�１０］

Ｈ１５．１０．２５～
１２．２１

秋期特別展「ヒトの動きとモノの流れ
－河内長野の流通と交通の歴史－」

［出品］
河内長野市立郷土資
料館

『萬葉集』２０巻��［Ｃ２�９１１．２２１�１―１�２０］
『廣瀬本萬葉集』Ｈ１６．３～ネットミュージアム兵庫文学館の企画

展示「歌枕」
［出品］
兵庫県立美術館

『枕草子春曙抄』巻一～四
　����［ＬＩ２�９１４．３１�Ｋ２�２―１�４］Ｈ１６．２．１６ニュース・スクランブル［放映］

読売テレビ放送

�



２　平成１５年度�自己点検・評価委員会活動記録

　今期２年間（平成１４年度－平成１５年度）の図書館

自己点検・評価委員会活動のうち、平成１５年度につ

いては次のとおりである。

�　本委員会
　第１回：平成１５年４月１６日（水）

・人事異動に伴う図書館自己点検・評価委員会委

員の変更について

・平成１５年度図書館自己点検・評価委員会活動の

修正について（学校教育法改正に伴い、平成１６

年度より文部科学省認証評価機関による定期的

な第三者評価が義務付けられた。これにより、

平成１４年４月関西大学自己点検・評価委員会規

程の一部改正があり、平成１５年４月図書館等各

機関の自己点検・評価委員会規程も一部改正さ

れた。

　平成１５年３月開催の関西大学自己点検・評価

委員会の経緯にもとづき、同委員会委員長から

図書館自己点検・評価委員会委員長宛文書「各

学部・機構・研究科・その他の部局の自己点

検・評価報告書をとりまとめることで関西大学

としての自己点検・評価報告書とすることを方

針とし・・・」により原稿作成の依頼があった。

　以上から、今期の図書館の点検・評価活動に

ついては、平成１４年１２月に承認の「平成１４年度

―平成１５年度活動計画」を、全学の委員会活動

と同時並行で進められるよう修正した）

・その他（活動計画日程など）

　第２回：平成１５年５月２８日（水）＜持ち回り＞

・「平成１４年度自己点検・評価関係資料（データ

編）」の一部修正について

　第３回：平成１５年７月１６日（水）

・第５期「関西大学自己点検・評価報告書」の粗

原稿案について、その他

　第４回：平成１５年１２月１７日（水）

・「関西大学『学の実化』自己点検・評価報告書」

について

・平成１５年度「図書館自己点検・評価報告書」に

ついて

　第５回：平成１６年３月１７日（水）

・今期の図書館自己点検・評価活動の報告につい

て（報告書の確定稿を確認した）

�　作業部会
　今期の図書館自己点検・評価活動は、大学の委員

会活動と整合をつけながら、作業部会（平成６年１１

　月から本委員会内に設置）の担当委員が中心にな

って、計画及び点検・評価の作業を進めてきた。

　作業結果にもとづき、事務局（運営課）において

報告書の粗原稿案を作成した。同案に対して、本委

員会においてさらに点検・評価を加え精査を繰り返

した。この過程で、本委員会において各委員から、

報告書には長所をアピールして記載することも大事

であるが、課題解決の方向についてもっと踏み込ん

で点検を加えるべきであるという意見と、将来展望

に向けた図書館のサービス活動に付託する提言や意

見があった。後者については、事務局がとりまとめ

ることとし、「報告書」の第６章に掲載することを

確認した。

　つづいて作業部会は、「報告書」の修正稿を検討

し、平成１６年２月には事務局により確定稿に仕上げ、

平成１６年３月１７日開催の本委員会の議に付す手筈を

整えた。

�　設定していた活動計画（概要）
　ア　関西大学自己点検・評価委員会関係

・４月中旬　　図書館自己点検・評価委員会に

おける活動計画の修正

・４月下旬　　点検・評価活動として「大学の

委員会の部（ｂ）」及び「図書

館の委員会の部（ａ）」の記述

フレームを確認

・４月下旬　　図書館の委員会事務局が中心に

　～６月中旬　なって（ｂ）の粗原稿を作成し、

作業部会において精査・検討を

加え熟成度を高める

・７月中旬　　図書館の本委員会において

（ｂ）の報告書となる粗原稿を

確認

・７月末日　　（ｂ）の粗原稿を大学の委員会

に提出

・９月末日　　大学の委員会の指示に従い、

（ｂ）の事項について調査

・１２月中旬　　（ｂ）の修正稿の点検及び確認

　イ　図書館自己点検・評価委員会関係

・７月中旬　　（ａ）に関する記述フレームを

確認

７３

図書館自己点検・評価について �



・７月下旬　　図書館の委員会事務局が中心に

な～９月末日って点検・評価の

素案を作成

・１０月中旬　（�）の修正稿に図書館の素案を

加え編成して、全体を（�）の

報告書の粗原稿とする。

・１２月中旬　　委員の意見を聞き修正稿を作成

・２月下旬　　報告書の修正稿を確定稿にする

・３月中旬　　本委員会により確定稿を確認

・４月中旬　　平成１６年度の第１回図書委員会

に報告

・６月末日　　報告書を『図書館フォーラム』

に収載する

（以�上）　

３　関西大学図書館
　　自己点検・評価委員会規程

制定　平成６年１月２８日
（趣　旨）
第１条　この規程は関西大学図書館規程第６条第２項の規
定に基づき、関西大学図書館自己点検・評価委員会（以
下「委員会」という。）について必要な事項を定めるもの
とする。

（任　務）
第２条　委員会は、図書館における教育研究の支援活動及
び管理運営の自己点検・評価の取り組みを行うため、次
の事項を行う。
�　自己点検・評価の方針の策定並びに点検項目の設定
及び変更

　�　データの収集、分析及び検討
　�　報告書の作成
　�　その他自己点検・評価及び第三者評価に関する事項

（各機関の協力）
第３条　委員会は、前条第２号に規定するデータ収集のた
め、それに係わる各機関に対して協力を求めることがで
きる。

（報　告）
第４条　委員会は、自己点検・評価の結果を図書委員会に
報告するとともに、大学自己点検・評価委員会の求めに
応じて報告を行う。

（構　成）
第５条　委員会は、次の者をもって構成する。
　�　図書館長
　�　図書館次長
　�　図書委員のうちから図書館長が指名する者若干名
　�　図書館事務組織における各課から各１名

（委員長等）
第６条　委員会に委員長を置き、図書館長をもって充てる。
２　委員長に事故あるときは、図書館次長がその職務を代
行する。

（委員の任期）
第７条　第５条第３号及び４号に規定する委員の任期は２
年とする。ただし、再任を妨げない。

２　前項の委員に欠員が生じたときは、補充しなければな
らない。この場合において、後任者の任期は前任者の残
任期間とする。

（運　営）
第８条　委員会は、委員長が招集し、その議長となる。
２　委員会は、委員の３分の２以上の出席をもって成立し、
議事は出席委員の過半数をもって決する。

３　委員会は、必要に応じて、委員以外の者に出席を求め、
その意見を聴くことができる。

（事　務）
第９条　委員会の事務は、運営課が行う。

附　則
　この規程は、平成６年４月１日から施行する。
附　則
　この規程（改正）は、平成８年４月１日から施行する。
附　則
　この規程（改正）は、平成１２年４月１日から施行する。
附　則
　この規程（改正）は、平成１３年１０月１日から施行する。
附　則
１　この規程（改正）は、平成１５年４月１日から施行す
る。

２　この規程（改正）施行後最初に第５条第３号及び第
４号の規定により選出された委員の任期は、第７条第
１項本文の規定にかかわらず平成１６年３月３１日までと
する。

図書館フォーラム第９号（２００４）

７４

�



７５

図書館自己点検・評価について

４　平成１５年度　自己点検・評価委員会名簿
＊印は作業部会委員を示す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

備　　考氏　　名

委員長、図書館長

（～平成１５年９月３０日）
永　沼　博　道＊

規程第１号委員
委員長、図書館長

（平成１５年１０月１日～）
田　中　　　登＊

学術情報事務局長兼図書館次長松　原　克　彦＊規程第２号委員

図書委員会委員、文学部教授

（～平成１５年９月３０日）
中　谷　伸　生　

規程第３号委員 図書委員会委員、工学部教授、

関西大学自己点検・評価委員会委員
長谷川　喜　衛　

図書委員会委員、社会学部教授大　和　礼　子　

運営課重　石　治　久＊

規程第４号委員 閲覧参考課渡　部　晋太郎＊

学術資料課古　川　富美子＊

【事務局】（運営課）山本亜希子、船越一英

�


